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第一部　【企業情報】

第１　【企業の概況】

１　【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) 2,543,4944,207,2664,707,2074,828,5404,985,469

経常利益 (千円) 36,536 164,332 116,069 140,462 62,033

当期純利益 (千円) 9,338 25,766 14,011 45,017 3,870

純資産額 (千円) 131,538 181,487 388,072 457,188 520,935

総資産額 (千円) 1,621,6981,613,8461,941,2952,137,6052,131,910

１株当たり純資産額 (円) 60,477.2568,356.77104,884.48109,375.27108,982.23

１株当たり当期純利益 (円) 4,293.3811,819.615,016.4812,069.06829.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― 799.21

自己資本比率 (％) 8.1 11.2 20.0 21.4 24.4

自己資本利益率 (％) 8.2 16.5 4.9 10.7 0.8

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 67.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,393 △101,270 57,698 4,878 △37,835

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 248,999 △21,281 △64,954△311,532△93,546

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △170,685168,355 185,682 208,420 47,089

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 261,345 307,148 485,575 387,342 303,049

従業員数 (人) 158 159 183 200 200

(注)  1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2．第４期、第５期及び第６期の連結財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第７期

については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、創研合同監査法人の監査を受けており

ますが、第３期については、当該監査を受けておりません。ただし、第３期の連結財務諸表については、日

本証券業協会の公正慣習規則第２号「店頭有価証券の売買その他の取引に関する規則」の第３章「店

頭取扱有価証券」に基づき、証券取引法第193条の２の規定に準じて、創研合同監査法人の監査を受けて

おります。

3．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストック・オプション（新株予約権）を付与してお

りますが、第３期、第４期、第５期及び第６期については、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握

できないため、記載しておりません。

4．株価収益率は、第３期、第４期、第５期及び第６期については、当社株式は非上場であるため記載してお

りません。

5．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）につきましては、その総数が従業員数の

100分の10未満のため記載を省略しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成16年６月平成17年６月平成18年６月 平成19年６月平成20年６月

売上高 (千円) 108,200167,250 248,400 248,400248,400

経常利益 (千円) 579 20,945 53,801 61,694 38,533

当期純利益又は
当期純損失（△）

(千円) 326 5,752 29,672 29,791△80,347

資本金 (千円) 99,937 123,937 220,325 244,325276,617

発行済株式総数 (株) 2,175 2,655 3,700 4,180 4,780

純資産額 (千円) 163,816193,751 415,997 469,887449,416

総資産額 (千円) 178,985247,486 450,621 496,514463,413

１株当たり純資産額 (円) 75,317.9972,975.99112,431.81112,413.2194,020.09

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
―

(　　　　　―)

―

(　　　　　―)

―

(　　　　　―)

1,000

(　　　　　―)

―

(　　　　　―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 150.222,638.6110,623.757,986.87△17,212.30

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 91.5 78.3 92.3 94.6 97.0

自己資本利益率 (％) 0.2 3.2 9.7 6.7 △17.5

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― 12.5 ―

従業員数
（外、期末臨時雇用者
数）

(人) 9(-) 11(-) 10(-) 10(1) 11(1)

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2. 第４期、第５期及び第６期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第７期につ

いては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、創研合同監査法人の監査を受けております

が、第３期については、当該監査を受けておりません。ただし、第３期の財務諸表については、日本証券業

協会の公正慣習規則第２号「店頭有価証券の売買その他の取引に関する規則」の第３章「店頭取扱有

価証券」に基づき、証券取引法第193条の２の規定に準じて、創研合同監査法人の監査を受けておりま

す。

3．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストック・オプション（新株予約権）を付与してお

りますが、第３期、第４期、第５期及び第６期については、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握

できないため、第７期については、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

4．株価収益率は、第３期、第４期、第５期及び第６期については、当社株式は非上場であるため、第７期につ

いては、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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２　【沿革】

 

年　　月 沿　　　　　　　　　　革

平成 3年 11月調剤薬局経営を目的として、札幌市南区に株式会社オストジャパン（現連結子会

社）を資本金1,000万円で設立。

平成 4年 7月 株式会社オストジャパンが札幌市白石区に調剤薬局「栄通調剤薬局」（平成15年

譲渡済）を出店。

平成 4年 10月 株式会社オストジャパンの本社を札幌市白石区に移転。

平成11年 4月 株式会社オストジャパンの本社を札幌市厚別区に移転。

平成14年 5月 株式会社オストジャパングループ（当社）を資本金5,000万円で設立。

 

平成15年

 

 

6月

 

1月

3月

4月

株式会社オストジャパングループが株式会社オストジャパン、有限会社ファーマ

コリサーチ、有限会社ピーアンドシーすばるを完全子会社化。

日本証券業協会のグリーンシート銘柄エマージング区分として指定。

公募増資により発行済株式総数2,175株となり資本金が9,993万円となる。

株式会社オストジャパンでグループホームいきいきを開所し、福祉事業へ進出。

平成16年

 

 

 

 

 

4月

5月

 

6月

10月

12月

株式会社オストジャパンが有限会社エムネットを完全子会社化。

有限会社ピーアンドシーすばる（現北日本化学株式会社）が中央研究所を開設

し、研究開発事業を開始。

有限会社ピーアンドシーすばるは有限会社北日本化学へ商号変更。

有限会社北日本化学を組織変更して北日本化学株式会社を設立。

株式会社オストジャパンを存続会社として有限会社エムネットを吸収合併。

平成18年 5月 北日本化学株式会社がサーモンオバリーペプチド事業※の事業化に着手。

平成19年 9月 証券会員制法人札幌証券取引所アンビシャス市場に株式を上場。
※サーモンオバリーペプチド事業とは、北海道産のサケ魚卵外皮からアミノ酸・ペプチド（サーモンオバリーペプチド）
を抽出し、健康食品等の原料とする事業であります。
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３　【事業の内容】

(1) 事業の内容

　当社グループは当社（株式会社オストジャパングループ）及び連結子会社３社で構成され、

「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」を経営理念としております。当社は持

株会社として子会社３社（株式会社オストジャパン、北日本化学株式会社、有限会社ファーマコ

リサーチ）の経営管理及び資金管理を業務としており、子会社は調剤薬局・福祉施設の経営、化

粧品の開発製造及び健康食品等原料製造を含む受託研究事業、不動産賃貸管理を主たる業務とし

ております。当社グループの事業内容及び連結子会社の当該事業に関わる位置付けは、次のとお

りであります。なお、次の４部門は「第５経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記

事項（セグメント情報）」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

 

①調剤薬局事業

　連結子会社株式会社オストジャパンが調剤薬局の経営を行っております。当社グループの主力

事業であり、医療機関が発行する処方箋に基づき一般患者様に医薬品の調剤を行う調剤薬局

チェーンの経営を行っております。

当連結会計年度末（平成20年６月30日）現在、北海道内に24店舗を展開しており、全店直営店

であります。出店形態は、病院、診療所の至近の場所で営業するいわゆる門前薬局を中心としてお

ります。当社グループの約７割の店舗では近隣に競合店がなく、主に処方箋を応需している医療

機関とマンツーマンの医薬分業体制を構築しております。

店舗の特長は、患者様個人別に電子薬歴システム管理、充実した研修体制を基盤とした質の高

い服薬指導を行うほか、積極的に健康情報をご提供するための調剤に係るオリジナルシステムの

導入、患者様の気分を和らげる雰囲気の店舗づくりを行うなど、調剤薬局はサービス業であるこ

とを認識したうえで医療サービスをご提供しております。また、後述のように福祉事業を兼営し

ておりますので、それぞれのサービスノウハウを共有するよう努めております。これにより、特に

ご高齢の患者様の立場に立った服薬指導、介護に関するご相談にも積極的に対応しております。

本事業は、調剤薬局の経営のほかに当社グループ外の調剤薬局への医薬品卸売も行っておりま

す。

 

②福祉事業

連結子会社株式会社オストジャパンが福祉施設の経営を行っております。

札幌市内でグループホーム（注１）２ヶ所（５ユニット（注２））、デイサービス（通所介

護）センター（注３）1ヶ所及びケアプランセンター（注４）１ヶ所を経営しております。全施

設直営であり、また、グループホーム及びデイサービスセンターではいずれも認知症の方を対象

としております。なお、いわゆる訪問介護は行っておりません。

入居者様及び通所者様に充実した福祉サービスをご提供することを最優先しており、質の高い

ケアを実現するよう努めております。また、兼営する調剤薬局事業と連携し、ほとんどのグループ

ホームの入居者様が服用される医薬品について、より飲みやすく扱いやすい調剤方法による服薬

となるよう指導に配慮するなど、両事業による無形のシナジー獲得を追求しております。
(注１)　要介護者であって認知症である方が、共同生活を営みながら、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及

び機能訓練を行う施設であります。 

(注２)　定員９名のグループで構成される「共同生活住居」のことであり、グループホームにおける生活の単位であります。

(注３)　デイサービスとは、居宅要介護者について、一定の施設に通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の

日常生活上の世話や機能訓練を行うものであり、デイサービスセンターはデイサービスを提供する施設であります。

(注４)　居宅要介護者が指定居宅サービス等の適切な利用等をすることができるよう、利用する指定居宅サービス等の種類及び

内容などの事項を定めた居宅サービス計画を作成したうえで、居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が

確保されるよう、指定居宅サービスを行う事業者などとの連絡調整などの便宜の提供を行い、また、一定の施設への入所

を要する場合には、その施設への紹介などの便宜の提供を行う施設であります。
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③研究開発事業

　連結子会社北日本化学株式会社で、化合物合成等の受託研究、サーモンオバリーペプチド製造及

び化粧品の開発製造を行っております。

１）受託研究

　　他の創薬会社等から委託を受けて、その保有する医薬品候補物質について、化合物の化学構造

を変化させるなどして目指す活性をより強力とする研究や、化合物の構造活性相関研究などを

行っております。これら業務を当社グループに委託することでご委託先は本来の研究に集中で

きることとなります。

２）サーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）製造供給

　　水産加工会社（イクラ製造業者）からイクラを採取したあとの北海道産天然サケの魚卵外皮

（サーモンオバリー）を仕入れ、ペプチドを抽出して健康食品原料として健康食品メーカーに

供給しております。北海道標津郡標津町に製造工場を稼動させております。天然サケは海洋性

資源であり、残留農薬や重金属等の有害物質は検出されておらず、動物由来と比べ安全性が高

いとされており、サーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）には肝機能及び膵機能の低下抑制効果

等が期待できるという動物試験の結果が出ております。

３）化粧品開発製造

　　当社グループの調剤薬局事業とのリレーションにより、皮膚科医のアドバイスを受け開発した

自社スキンケアブランド「エモリーナ」を開発し、販売しております。販売方法は主に通信販

売であり、その他当社グループが経営する薬局における店頭販売も若干行っています。このほ

かに、皮膚科クリニック向け並びにエステティックサロン及びドラッグストアチェーン等向け

にＯＥＭ供給を行っております。

 
④不動産関連事業

連結子会社有限会社ファーマコリサーチ及び連結子会社株式会社オストジャパンで、不動産賃

貸・管理を行っております。主に病院・薬局の賃貸店舗用不動産を所有しており、賃貸・管理業

務を行っております。
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（２）事業系統図
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４　【関係会社の状況】

 

名　称 住　所
資本金
(千円)

主要な事業
の　内　容

議決権の
所有割合
（％）

関　係　内　容

(連結子会社)     
経営指導、資金援助及び金融機関等に対する債務保証
役員の兼任　２名㈱オストジャパン（注2）

札幌市
厚別区

23,000
調剤薬局事業
福祉事業

100.0

(連結子会社)     
経営指導、資金援助及び金融機関等に対する債務保証
役員の兼任　５名北日本化学㈱（注2.5）

札幌市
厚別区

45,000研究開発事業 100.0

(連結子会社)     
経営指導及び資金援助
役員の兼任　１名㈲ファーマコリサーチ

札幌市
厚別区

12,500
不動産関連事
業

100.0

(注) 1．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　 2．特定子会社に該当いたします。

3. 株式会社オストジャパンにつきましては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上

高に占める割合が10％を超えております。

　　　　　　（主要な損益情報等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 株式会社オストジャパン

売上高 4,698,339

経常利益 46,939

当期純利益 33,069

純資産額 244,930

総資産額 1,623,644

4. 上記関係会社には、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

5．債務超過会社であり、債務超過額は170,312千円であります。
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５　【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

調剤薬局事業 128  

福祉事業 52  

研究開発事業 9  

不動産関連事業 －  

全社（共通） 11  

合　　　計 200  

(注) 1．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）につきましては、その総数が従業員数の

100分の10未満のため記載を省略しております。

2．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。

　　　 3. 不動産関連事業の従業員数に関しまして、有限会社ファーマコリサーチで、取締役１名が従事しておりま

す。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現
在

従業員数(人) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

　　　　11（１） 　37歳１ヶ月 　２年６ヶ月 4,272

(注) 1．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

2．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、平成20年６月30日現在の在職人員を

（　）外数で記載しております。

 

(3) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２　【事業の状況】

１　【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油・原材料価格の高騰や米国のサブプライム

ローン（信用力の低い個人向け住宅融資）問題に端を発した株安・円高の影響を受け、企業収

益の圧迫や個人消費の落ち込み懸念が強くなり、景気の先行きに対する不透明感が拡大しまし

た。

主力事業である調剤薬局業界では、平成20年４月に調剤報酬改定及び薬価基準の見直しが実

施され、薬価基準は薬価ベースで5.2％のダウンとなり、依然厳しい収益環境が続いております。

医薬分業率に関しましては、平成19年12月現在（日本薬剤師会調べ）、営業基盤である北海道で

は69.0％（前年同月67.2％。全国では59.7％（同58.3％））となっており、伸び率の鈍化傾向が

一段と顕著になってきております。

また研究開発事業のサーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）事業部門において、健康食品原料

として製造・販売を行っております。当該事業の係る健康食品業界においては、平成20年４月よ

り生活習慣病予防のため開始された特定健康診査・特定保健指導の義務化及び高齢化に伴う医

療費負担の増加などを背景に、健康志向がさらに高まるものと予想され、市場は成長傾向にある

ものとされております。

このような環境のなか、当社グループは「質の高い健康を提案するトータルコーディネート

会社」として、調剤薬局事業、福祉事業、研究開発事業及び不動産関連事業の各事業を展開して

まいりました。これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,985,469千円（前年同期比

3.3％増）、経常利益62,033千円（同55.8％減）、また、貸倒引当金繰入額を特別損失として計上

したこと等により当期純利益3,870千円（同91.4％減）となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

　　①調剤薬局事業

当社グループの事業基盤である調剤薬局事業は、全店舗を北海道内で展開しております。平成

19年12月に事業の効率性を勘案して「さつき調剤薬局」を営業譲渡したことにより、調剤薬局

店舗数は前連結会計年度末に比べて１店舗減少し、当連結会計年度末では24店舗となりました。

ドミナント戦略による事業基盤の強化及び機動的な人員シフトを行うこと等の施策によって効

率運営を図っております。当連結会計年度は処方箋単価の上昇により既存店舗の売上高は堅調

に推移いたしましたが、平成20年４月に実施された薬価基準の引き下げの影響及び本事業の

サービスレベルの向上及びマネジメント強化のため営業管理部門の増強を行ったこと等による

費用負担増が生じました。

この結果、調剤薬局事業の売上高は4,456,836千円（前年同期比1.5％増）、営業利益は

242,749千円（同29.7％減）となりました。
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なお、当連結会計年度末現在の当社グループ調剤薬局24店舗は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (平成20年６月30日現在)

運営会社 店舗所在地 店舗名 開店年月

株式会社オストジャパン 札幌市厚別区 サン調剤薬局 平成 　6年 11月

 苫小牧市 ふよう調剤薬局 平成 　9年  4月

 札幌市北区 ききょう調剤薬局 平成  10年  7月

 

札幌市手稲区

登別市

室蘭市

つくし調剤薬局

ななかまど調剤薬局

くるみ調剤薬局

平成

平成

平成

 13年  4月

 14年  4月

 14年  4月

 函館市 かがやき調剤薬局 平成  14年 10月

 北広島市 エルフィン薬局 平成  15年  1月

 

 

 

 

苫小牧市

室蘭市

札幌市厚別区

札幌市東区

岩見沢市

旭川市

マリン薬局

かもめ薬局

パール調剤薬局

こくわ調剤薬局

ハート調剤薬局

ハーブ調剤薬局

平成

平成

平成

平成

平成

平成

 15年  1月

 15年  1月

 15年  6月

 16年  3月

 16年  4月

 10年  4月

 江別市 あじさい調剤薬局 平成  11年  4月

 札幌市西区 山の手調剤薬局 平成  11年  7月

 旭川市 ミント調剤薬局 平成  11年 11月

 旭川市 ノーブル調剤薬局 平成  12年  3月

 旭川市 ミント調剤薬局永山店 平成  12年  6月

 札幌市中央区 かりん調剤薬局 平成  12年 11月

 滝川市 こぶし調剤薬局 平成  13年  3月

 旭川市 すみれ調剤薬局 平成  16年  2月

 旭川市 あすなろ調剤薬局 平成  17年　5月

(全24店舗)旭川市 ぱれっと調剤薬局 平成  18年 10月

 

②福祉事業

福祉事業は、事業者間競争が激化している状況を鑑み、自社のサービス品質の維持向上を目

標とし、入居者様及び通所者様本位の施設を目指して堅実に事業を推進してまいりました。売

上高はデイサービスセンターが伸長したことにより増加いたしましたが、スタッフの流動性が

比較的高い業界であり、これに関連する費用も増加いたしました。この結果、売上高は232,259

千円（前年同期比5.4％増）、営業利益は8,353千円（同48.5％減）となりました。

 

③研究開発事業

研究開発事業は、主力部門であるサケ魚卵外皮（サーモンオバリー）からアミノ酸・ペプチ

ドを抽出し健康食品原料として製造販売するサーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）事業部門に

おいて、平成19年４月より標津工場での生産を開始しておりますが、当期上期においては例年は

８月下旬頃から始まる北海道東沿岸の秋サケ水揚げのピークが、海水温上昇が原因とされる理

由により９月下旬にずれ込み、本格的な原料調達時期が遅れたこと等で、生産量が減少したこと

及び製造マニュアルどおりに製造されていないロットを回収したことにより販売量が見込みを

下回りましたが下期より安定稼動が実現し業績に寄与しております。

通期では当初想定していた水準との比較で上期の落込みをカバーするまでには至りませんで

したが、本事業セグメントとしては順調に売上高を拡大するとともに黒字化をいたしました。

この結果、当事業の売上高は285,088千円（前年同期比39.9％増）、営業利益は31,588千円
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（前連結会計年度は営業損失34,182千円）となりました。

　

④不動産関連事業

不動産関連事業は、不動産賃貸・管理収入が主なものであり、賃貸用不動産３棟を賃貸し、売

上高は11,285千円（前年同期比9.3％減）、営業利益は20,563千円（同9.2％減）となりまし

た。

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが

37,835千円の使用、投資活動によるキャッシュ・フローが93,546千円の使用、財務活動による

キャッシュ・フローが47,089千円の獲得となりました。この結果、現金及び現金同等物の当連

結会計年度末残高は303,049千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、37,835千円（前連結会計年度は4,878千円の獲得）となりま

した。これは税金等調整前当期純利益が53,117千円、減価償却費が91,431千円でありましたが、

調剤報酬債権の流動化を取りやめたこと等により売上債権が108,214千円及びたな卸資産が

40,768千円の増加となったことが主要因であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、93,546千円（前年同期比70.0％減）となりました。これは店

舗移転に伴いハート調剤薬局の土地建物を新規取得したこと等で有形固定資産の取得による支

出が83,108千円となったこと及びサーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）の特許専用実施権の残

金支払が31,500千円であったことが主要因であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、47,089千円（前年同期比77.4％減）となりました。これは公

募増資により新株の発行による収入が62,675千円となったこと及び調剤報酬債権の流動化を取

りやめたことに伴う長期借入金調達による収入が130,000千円であった一方、長期借入金の約定

返済が100,885千円及び社債の償還30,000千円であったことが主要因であります。
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２　【生産、受注及び販売の状況】

(1) 調剤実績

当連結会計年度の調剤薬局店舗における処方箋応需実績（受付枚数）を示すと、次のとおりであ

ります。

 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

前年同期比
（％）
 

調剤薬局事業 414,498枚 △6.8

 

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注実績を示すと、次のとおりであります。

事業の種類別

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

受注高
（千円）

前年同期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同期比
（％）

研究開発事業 288,341 ＋52.7 20,000 ＋166.7

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

前年同期比
（％）
 

調剤薬局事業　　　　　　　　　　　　　　（千円) 4,456,836 ＋1.5

福祉事業　　　　　　　　　　　　　　　　（千円) 232,259 ＋5.4

研究開発事業　　　　　　　　　　　　　　（千円) 285,088 ＋39.9

不動産関連事業　　　　　　　　　　　　　（千円) 11,285 △9.3

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円) 4,985,469 ＋3.3

(注) 　1．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　2．セグメント間の取引については、相殺消去しております。
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３　【対処すべき課題】

　　　　医療・福祉業界は政府の医療費抑制政策や介護保険制度の財政悪化から厳しい環境でありますが、

一方、制度改正のような変化のタイミングはビジネスチャンスにもなり得るものであり、当社グ

ループはビジネスチャンスの発掘を積極化していく所存であります。

(1)  既存店の収益性の維持向上

　調剤薬局業界においては、医薬分業の進展に伴い競合が激化しているほか、これまで２年毎に行

われてきた調剤報酬及び薬価の改定に伴い、一般に薬局の収益性は低下傾向にあると言えます。

さらに、近時はジェネリック医薬品の普及動向についても注視していく必要があります。

　当社グループの薬局店舗においては、サービスレベルの一層の向上等によってより多くの処方

箋獲得を図るとともに、店舗人員配置を常に見直しながら諸経費の節減に努めることなどにより

環境の変化に対応し、収益性の維持向上を図る方針であります。

(2)  調剤薬局事業と福祉事業の融合

当社グループは、調剤薬局事業・福祉事業ともにスタッフの研修・教育に引き続き注力するこ

とでサービス品質の維持向上を図り、また当社薬剤師が当社のグループホームの入居者様に薬に

ついての相談や指導を行うなど、薬局と福祉を融合させることで真に高齢者の側に立った調剤方

法の検討や管理を行うとともに、これをバックボーンとして他社以上に安心感のある福祉サービ

スの提供を実現していく所存であります。既存店においても新規出店の際にも、この融合化につ

いての視点に留意した店舗運営及びサービスの提供を図り、両事業の融合により従来以上の高付

加価値サービスの実現を目指してまいります。

(3)  研究開発事業の取組み

研究開発事業に進出して４期が経過しております。当事業年度においては、研究開発事業を担う

連結子会社北日本化学株式会社の株式について関係会社株式評価損を計上いたしました。

主力のサーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）事業部門は安定した生産活動が実現してまいりま

したが、他部門も含めた研究開発事業の事業基盤は今後も強化していく必要があるものと認識し

ております。

(4)  薬剤師の確保について

調剤薬局事業は、薬事法により、薬局における薬剤師について、一定数以上の配置が義務づけら

れております。また、薬剤師法により薬剤師以外の調剤が禁じられております。

平成18年４月から薬剤師国家試験の受験資格が４年制大学卒から６年制大学卒に移行されま

した。薬剤師の確保は、調剤薬局業界共通の課題でありますが、今後も注力を要する事項であり、

採用活動の強化をはじめ薬剤師の確保に努める所存です。

(5)  調剤過誤について

　当社グループの調剤薬局事業を営む上での最大のリスクであります調剤過誤への対応について

は、第一に調剤過誤を起こさない対策、第二に調剤過誤が発生した場合の適切かつ迅速な対応を

行うよう対策を講じております。具体的には、調剤過誤を起こさないために「調剤過誤対策委員

会」を設置し、薬局店舗への啓蒙・教育活動、事例及び対策の具体例紹介等を実施しております。

また「調剤事故防止マニュアル」、「調剤事故発生時対応マニュアル」を制定し、この運用を全

店に周知徹底しております。　　　
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次に、調剤過誤が発生した場合には、制定している「調剤事故発生時対応マニュアル」及び店

舗の「業務内規」に定める対策を実行することとしております。過誤発生時にはその情報が店舗

からイントラネット等を通じて取締役を含む管理責任者あてに報告され、対応に齟齬が生じない

仕組みを構築しているほか、これら報告は監査役も閲覧することで組織的に対応することを担保

しております。また、これらの情報がイントラネットに蓄積されるため、過誤の事例分析と対策の

構築に活用しております。

さらにこれらのマニュアル等の整備及び実施状況については、内部監査室が監査を実施してお

ります。

(6)  個人情報保護について

　当社グループでは、調剤薬局事業、福祉事業、研究開発事業のうち化粧品通信販売において個人

情報を取り扱っております。特に調剤薬局事業及び福祉事業では、患者様、入居者様等の病歴、薬

歴等のセンシティブ情報を取り扱っております。個人情報を漏洩させないことは、医療機関であ

る当社グループに対する信用の観点から極めて重要な責務であると認識しております。

　個人情報漏洩防止のため個人情報保護方針（プライバシーポリシー）を制定したうえで、個人

情報保護規程をはじめ手順書・マニュアル・帳票類を整備し、役職員に対する教育・研修を実

施、また紙媒体の保管管理方法の明確化及びＩＤ・パスワード管理によるコンピュータ及び電子

媒体の個人情報データベースへのアクセス制限等を実施しております。

これらの実務は「個人情報保護委員会」を中心として企画実行することとし体制の構築を

行っております。また、これらの整備及び実施状況については、内部監査室の内部監査項目として

おります。

　これらの体制構築及び実務整備によって個人情報漏洩防止に最大限の努力を傾注する所存であ

ります。

 

４　【事業等のリスク】

　　　　本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性がある事項を以下に記載しております。また、事業上のリスクとして具体化する可能性

は必ずしも高くないと見られる事項及びリスク要因に該当しない事項についても、投資家の投資

判断上重要と考えられる事項については、投資家及び株主に対する情報開示の観点から積極的に

開示しております。

　　　　当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生の際の対

応に努力する方針ですが、本株式に関する投資判断は、本項目以外の記載内容もあわせて以下の

記載事項を慎重に検討の上、行われる必要があると考えられます。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日（平成20年９月26日）現在において当社グルー

プが判断したものであります。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを網羅す

るものではありませんのでご留意ください。

 

(1)　事業運営について

当社グループは調剤薬局事業、福祉事業、化粧品開発製造・受託研究及び健康食品等の原料製造

を主体とする研究開発事業を主力として事業展開を行っております。
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①　調剤薬局事業

(a)法的規制について

ⅰ　薬価基準改定について

 

　医療業界におきましては、調剤報酬改定及び薬価基準の引下げ等、当社グループを取り巻く環境変

化は継続するものと予測しております。当社グループの調剤売上高は薬剤料と調剤技術料から形成

されておりますが、薬剤料及び調剤技術料共に厚生労働大臣の決定をもってその販売価格が決定さ

れております。

　今後、調剤報酬及び薬価基準のマイナス改定が実施された場合、当事業の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

ⅱ　法的規制について

 

「薬事法」上の調剤薬局店舗の出店・運営及び各種医薬品等を販売するに当たり、各都道府県の

許可、登録、指定、免許及び届出が必要であること等、各種法律による規制を受けております。なお、

現時点においてこれら許可等について取消しや更新拒絶等の事由はありませんが、今後当社グルー

プが関連する法令に違反し、またはこれらの法令が改正され当社グループの対応が遅れるなどして

、取消しや更新拒絶等の問題が生じた場合には、当事業の業績に影響を及ぼす可能性があります。

その主な内容は次のとおりであります。

許可・登録・指定・免許・届出の内

容
有効期間 関連する法令 登録等の交付者

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各都道府県知事

麻薬小売業者免許 （注1） 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事

生活保護法指定医療機関指定 無期限 生活保護法 各都道府県知事

被爆者一般疾病医療機関指定 無期限
原子爆弾被爆者に対する援護に関す
る法律

各都道府県知事

在宅訪問薬剤管理指導届出 無期限 健康保険法 各都道府県知事

結核指定医療機関指定 無期限 結核予防法 各都道府県知事

労災保険指定薬局指定 （注2） 労働者災害補償保険法
各都道府県労働
局長

更生医療機関指定 無期限 身体障害者福祉法 各都道府県知事

高度管理医療機器等販売業届出 ６年 薬事法 各都道府県知事

管理医療機器等販売業届出 無期限 薬事法 各都道府県知事

医薬品販売業許可（卸売一般販売

業）
６年 薬事法 各都道府県知事

（注）1．「麻薬小売業者免許」の有効期限は、免許開始日の翌年の12月31日までであります。

 　　2．指定期間は指定の日から３年でありますが、自動更新されます。
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3. 当社グループ調剤薬局は「薬局」の開設許可及び保険薬局の指定を受けております。
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(b)調剤薬局事業全体に係るリスク

 

ⅰ　出店基準の厳格化及び他社との競合について

 

本書提出日現在、当社グループは調剤薬局24店舗を経営しておりますが、厳しい経営環境のなか、

基本的には事業拡大のために積極的な店舗展開を目指す一方、出店基準を厳格化し、立地条件及び

採算性を充分に勘案しております。

従いまして当社グループの計画どおりに出店できない場合、事業運営に大きな影響を与える可能

性があります。

また、新規出店した店舗周辺での他社調剤薬局との競合により、当社グループ店舗の受付患者数

の減少による処方箋応需枚数の減少の影響を受ける可能性があり、その場合にも事業計画の達成に

影響を及ぼす可能性があります。

 

ⅱ　店舗周辺の病院及び診療所（処方箋発行元）への依存度が高いことについて

 

　調剤薬局事業におきましては、店舗周辺の病院及び診療所の処方箋発行枚数への依存度が非常に

高いいわゆる門前薬局が中心であります。医療機関の移転、廃業、外来患者数の減少を要因として処

方箋発行枚数が消失あるいは著しく減少した場合、当社グループの事業計画の達成に影響を与える

可能性があります。また、病院・診療所付近の薬局が極端に少ない場合には、外来患者数の減少によ

り店舗の採算性が悪化した場合であっても、外来患者の利便性等の見地から撤退が容易でない場合

があり得、このような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ⅲ　人材の確保について

 

当社グループはサービス面の充実を図り、付加価値を高めるため幅広い顧客ニーズに対応できる

知識、経験を備えた人材を確保しております。薬剤師につきましては、グループとして効率的な店舗

運営を行う観点から新規出店の都度、既存各店舗も含めた全社ベースで最適な人員数及び配置につ

いて再検討を行うことで、真に必要な人員数を確保する方針でありますが、薬剤師の数は限られて

いるうえ、地方の店舗の場合には赴任希望者が少ないため、人材を確保することが困難になってい

く可能性があります。中途採用と同時に、新卒薬剤師を採用しＯＪＴを主体とした教育・研修を行

うことでスキルアップを図る施策も実行しておりますが、比較的中長期の期間での養成となること

から、優秀な人材確保の遅れは今後の新規出店計画及び事業計画に支障を来す可能性があります。

 

ⅳ　調剤過誤について

 

　　　調剤過誤発生を防止するため当社グループとしては、調剤過誤防止の鑑査システムの導入等鑑査体

制の充実を図るとともに研修教育による社員の業務知識の向上に努めております。また万一の場合

に備えて、グループの調剤薬局全店が「薬剤師賠償責任保険」に加入しております。

　　　さらに管理体制をより強化するという観点から、調剤過誤対策委員会を設置し、調剤薬局各店舗への

啓蒙・教育活動や事例及び対策の具体例の紹介等を実施して潜在的なリスクの減少に努めており

ます。しかしながら調剤ミス等の発生により、将来的に損害賠償請求等の訴訟を受ける可能性があ

り、この場合損害賠償金の支払や社会的信用の失墜などにより当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。
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ⅴ　仕入価格について
 

　　　医療業界共通の問題でありますが、薬価基準の引下げ等が実施された場合、医薬品卸業者との仕入価

格の交渉は妥結までに時間を要し、価格交渉が未決着のまま暫定価格での取引が長期化することが

予想されます。当社グループとしましては、今後も医薬品卸業者との交渉期間の短縮化、利益率の確

保のために各店舗でほぼ共通して使用する仕入総額の大きい品目の医薬品を一括購入する等の方

法により交渉を行い仕入コストの低減を図っておりますが、価格交渉の結果によっては、今後も薬

価基準の引下げの都度、医薬品卸業者との価格交渉が難航した場合、当社グループの業績に多大な

影響を及ぼす可能性があります。

 

　　②　福祉事業

 

(a)法的規制について

 

介護保険制度に関する法規制

 

　　　介護保険法は、要介護者及び要支援者がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ

るよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行うために、平成12年４月１日よ

り施行されました。平成18年４月には改正介護保険法が施行され、介護報酬のマイナス改定、予防重

視型への転換、地域密着型サービスの創設などが行われ、大きな変化がみられました。当社グループ

はこの法令を厳守し介護保険施設等の運営をいたしております。万が一、法令違反等により各都道

府県等から何らかの処分を受けることとなった場合には、当事業の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

その主な内容は次のとおりであります。

許可・登録・指定・免許・届出の内

容
有効期間 関連する法令 登録等の交付者

介護予防認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型共同生活介護 ６年 介護保険法 各市町村長

介護予防認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

認知症対応型通所介護 ６年 介護保険法 各市町村長

居宅介護支援 ６年 介護保険法 各都道府県知事

　　　また、厚生労働省令第37号では、居宅サービスにおいて従業員の資格要件及び人員数要件、管理者及

び計画作成担当者等の人員配置とそれぞれの資格要件等並びに設備などの一定要件を定めており、

これらの規定に従って事業を遂行する必要があります。
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介護報酬の基準単位もしくは一単位当たりの単価又は支給限度額は、当社グループの事業の状況

に関わりなく介護保険法及びそれに基づく政省令等により定められております。介護報酬単価の引

下げが行われる可能性や、介護保険の自己負担部分が引上げられた場合などには、介護保険制度の

新たな利用者層の利用が抑制される可能性があります。当社グループの業績は介護保険制度の改正

により強い影響を受ける可能性があります。

 

　　(b)福祉事業部門全体に係るリスク

　　

ⅰ　競合他社について

 

　　　平成12年度から、介護保険制度に基づく地方自治体単位での介護サービスが開始されるなど、高齢化

社会の進展に伴い介護関連事業には、医療法人、非営利法人、異業種を含む営利法人など様々な法人

・企業が参入をしております。

　　　当社グループは、介護職員に対する教育研修に注力し介護サービス品質の維持向上を図ること及び

グループの調剤薬局事業との融合により、他社との差別化を図っていく所存であります。しかしな

がらこれら施策によっても充分な差別化ができず、また新規参入による施設の過剰供給に伴う行政

機関の指定見合わせ及び施設利用料等の自己負担額分の価格競争の激化等が当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

ⅱ　安全運営に関するリスク

 

　　　介護サービスの入居者様及び利用者様は基本的に要支援、要介護認定を受けた高齢者であり、食事や

入浴等を共有する集団生活が行われていることから入居者様の体調悪化や事故発生、食中毒・集団

感染等の危険度が相対的に高いと考えられます。

　　　当社グループは、充分な人員体制によって入居者様の健康管理を行っているほか、緊急時に備えて複

数の協力医療機関と連携しております。開業してから今日に至るまで当社グループが過失責任を問

われるような事故や食中毒・集団感染等を起こしたことはありませんが、万一、今後このような事

態が発生して当社グループの過失責任が問われたり、何らかの理由により当社グループの施設の評

判が損なわれた場合又は、当社グループに対する否定的風評が立った場合には、当社グループの事

業計画の達成に影響を及ぼす可能性があります。

また、万一事故や火災等が発生し、入居者様及び利用者様の生命・身体・財産に損害が生じた場

合、不可抗力による場合を除き損害を賠償する可能性があります。その対策として当社グループと

いたしましては、入居者様及び利用者様一人一人に細心の注意を払う体制を強化しており、また、

「損害賠償責任保険」にも加入したうえで運営を行っております。
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　　　ⅲ　人員の確保について

 

　　　介護保険法の人員設置基準により管理者、計画作成担当者、介護従事者の確保が必要となります。し

かしながら必要な知識、経験を備える人材の数は限られている一方で介護業界の拡大及び法改正に

伴い有資格者や優秀な人材に対する需要が高まっていることから人材の確保が難しくなりつつあ

ります。離職により人員設置基準を充足しなくなった場合や上記基準の変更により必要な人員補充

ができない場合及び人員配置の基準を満たせなくなった場合には、現在提供している介護保険法上

のサービスが提供できなくなり、当社グループの事業計画達成に影響を及ぼす可能性があります。

 

　　③　研究開発事業

 
(a)法的規制について

 

化粧品事業部門については、医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療用具の品質、有効性及び安全性

の確保のために必要な規制を行うとともに医療上特に必要性が高い医薬品及び医療用具の研究開

発の促進のために必要な措置を講ずることにより、保健衛生の向上を図ることを目的とした法律で

ある「薬事法」の規制を受けております。当事業で取扱う商品は、同法に規定する「化粧品」とし

て規制を受けております。化粧品におきましては、平成13年４月から同法における表示制度が厚生

省告示によって改められ、原則として全成分の表示が義務付けられております。また化粧品等に関

する広告におきましても名称、製造方法、効能、効果又は、性能に関して明示的であると暗示的であ

るとを問わず、虚偽又は誇大な記事を広告し、記述し、流布してはならないとされております。また、

販売方法のひとつとしている通信販売に関して広告における表示義務、誇大広告の禁止などを規定

した「特定商取引に関する法律」の規制を受けております。

サーモンオバリーペプチド事業部門では、現状健康食品原料としての製造販売を主体としており

ます。このように健康食品原料として他の製品メーカーへ供給する場合は健康食品事業者に該当せ

ず、食品の安全性の確保に関して、「食品安全基本法」（基本理念及び施策の策定に係わる基本方

針を定め、関係者の責任及び役割を明らかにすることにより、食品の安全性の確保を総合的に推進

することを目的とする。）を除き、直接的な法規制はありません。

ただし、製造工程管理の手法については、医薬品についてすでに導入されている適正製造規範

（Good　Manufacturing　Practice）※の趣旨に沿った管理手法を自主的に導入し、製品製造過程で

の安全確保に努めております。

当社グループはこれら関係する法律を遵守するよう充分な管理体制と理解、関係する役職員への

啓蒙・教育を行って対応しておりますが、法律の改正や解釈によって新たな対応が必要になった場

合には、当社グループの事業運営及び業績に重大な影響を与える可能性があります。

※適正製造規範（Good　Manufacturing　Practice）：医薬品等の製造に義務付けられている衛生確保に重
点が置かれた設備構造や生産管理、品質基準に関する基準
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(b)サーモンオバリーペプチド事業部門に係るリスク

ⅰ　品質管理について

 

財団法人日本健康・栄養食品協会が定める「健康補助食品規格基準」の製品規格を満たしてお

ります。また、日本健康食品規格協会（ＪＩＨＦＳ）の会員として同協会が定める健康食品に関す

るＧＭＰ認証についての情報提供を受けております。しかしながら、製造工程のなかで異物混入な

ど、食品としての安全上、衛生上の問題発生を当社グループが防止できなかった場合は、当該製品の

回収業務に関する費用や処分費用の発生、損害賠償請求の対象となる可能性があり、商品に対する

信用が低下し当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ⅱ　原料確保について

 

原料とする魚卵外皮は天然サケのものを使用しておりますので、原料の必要量確保について必ず

しも安定しているとは言えません。天然のサケの漁獲高は一定しておらず、天候、海水温、海流の変

化などの自然条件に左右される要素も大きいものであります。また、サケは回遊魚であることから

当社グループの主力原料確保地域である北海道標津郡標津町ほか原料購買先の水産加工業者の所

在地周辺の海域以外で、回遊途中に水揚げされる場合もあり得ます。また、サケの価格によっても原

料確保に支障を来たす場合があります。原料の魚卵外皮は水産加工業者でイクラ採取のあと当社グ

ループが購買を行いますが、サケが不漁の場合には、購入可能な魚卵外皮が少なくなります。

かかる事態に備えて、購買先の水産加工業者を拡大すること、また備蓄量増大のため備蓄設備の

増強について検討、交渉を進めております。しかしながら、すでに競合他社が出現していることもあ

り、このような対策を講じてなお購入可能な原料の必要量が確保できない場合、製造計画どおりの

出荷量に達しないこととなり、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

 

　　　ⅲ　販売先の依存度について

 

当社グループのサーモンオバリーペプチドは、健康食品原料として協和薬品株式会社（富山市）

に販売する契約を締結しております。

現状の生産能力のほぼ全量を同社に販売しており、同社に販売出来ない何らかの事由が生じた場

合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

　　　ⅳ　自然災害等のリスク

 

サーモンオバリーペプチドの製造工場は北海道標津郡標津町の１ヵ所であります。万一この地域

に想定を超える規模の大地震、津波、暴風雨その他の自然災害が発生した場合には、操業の中断によ

り、生産及び出荷が遅延することによって売上高が減少し、更に製造設備の修復又は代替のために

費用を要することとなり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(c)研究開発事業の業績について

 

　当事業を担う北日本化学株式会社は、営業損失を計上しており、また債務超過の状態にあります。

営業体制の再構築を行い、またサーモンオバリーペプチド事業の事業化の目途が立つなど業績回復

の方向性にあると考えておりますが、この連結子会社の事業が順調に進まない場合には、当社グ

ループの連結業績が影響を受けることとなり、当社としては資金支援の必要性が継続することとな

ります。また、場合によっては貸付金に対する評価損の計上を余儀なくされ、当社の個別の経営成績

及び財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　北日本化学株式会社の業績推移

（単位：千円)

 平成17年６月期 平成18年６月期 平成19年６月
期

平成20年６月
期

売上高 13,577 59,752 204,642 285,682

営業損失 72,319 85,004 36,213 31,712

経常損失 73,135 83,545 31,246 33,275

当期純損失 73,471 87,340 35,590 54,704

純資産額 △22,677 △80,017△115,608△170,312

総資産額 41,047 98,347 453,241 415,847

（平成17年６月期）研究開発事業開始後実質初年度でありました。皮膚科医のアドバイスによる化

粧品「ドクターズコスメ」を開発し、自社ブランド「エモリーナ」として３製

品を発売いたしました。しかしながら、研究所経費及び知名度アップのための

広告費負担があり、これを賄う売上規模には至らず営業損失を計上、債務超過

状態となりました。

（平成18年６月期）化粧品開発に次いで、事業の柱を構築するべく化合物合成・構造活性相関研究

などの受託研究に注力いたしました。前期に比べて売上増となった化粧品とと

もに一定の営業実績と成果をあげることができました。しかしながら、化粧品

営業強化のために人員増強を図りましたが、想定したほどには実績を獲得でき

ず、営業費用が嵩み営業損失計上を余儀なくされました。

（平成19年６月期）サーモンオバリーペプチド事業部門の事業化及び化粧品のＯＥＭ販売が一定

の営業実績と成果をあげたことで前期に比べ売上増となりました。しかしなが

ら、サーモンオバリーペプチド事業の事業化に係る諸経費等を回収するまでに

至らなかったこと及び受託研究が、想定したほどには実績を獲得できず営業損

失を計上しております。

（平成20年６月期）サーモンオバリーペプチド事業部門において平成19年４月より標津工場での

生産を開始しておりますが、例年は８月下旬頃から始まる北海道東沿岸の秋サ

ケ水揚げのピークが、海水温上昇が原因とされる理由により９月中旬にずれ込

み、本格的な原料調達が９月下旬となったこと及び標津工場の細かな設備トラ

ブルが発生したこと。また化粧品ＯＥＭ及び受託研究において計画どおりの成

約にいたらなかったことが影響して、営業損失を計上しております。
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　　(d)研究開発のリスク

　　　

　　　当社グループの研究開発は比較的小規模であり、当連結会計年度の研究開発費は11,720千円であり

ます。連結子会社北日本化学株式会社は研究開発型企業として今後もヘルスケア分野において化粧

品、化合物合成・構造活性相関研究及びサーモンオバリーペプチドの機能性探究などの研究開発を

継続する計画であります。投じる研究開発費は同社及び当社グループの経営体力を勘案したうえで

決定しておりますが、これらの研究開発費や研究所関連費用等が収益に繋がる保証はなく、また収

益を生む事業に貢献することとなるまでには数年間を要することも考えられます。当社グループが

目指す事業基盤の構築が計画どおり進捗しない場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

 

　　(e)知的財産権について

 

　　　本書提出日現在、当社グループが有する特許権はなく、出願中の特許権は他社と共同出願のものを含

めて４件あります。商標権は16件を有しております。また、当社グループが行う研究開発や事業展開

において、製品開発等に使用する技術が他社の特許権等に抵触しているという事実を認識しており

ません。

当社グループの研究開発活動において特許権ほか知的財産権を確保することは非常に重要なこ

とと考えており、今後は事業活動の成果に応じて積極的に特許権出願を検討していく考えでありま

す。　　しかしながら、出願した特許を取得できる保証はなく、また将来取得する特許によって当社グ

ループの権利を確実に保全できるという保証もありません。

当社グループは、研究開発及び事業展開を行う際に、他社の知的財産権を侵害していないことを

慎重に確認しておりますが、侵害問題の発生を完全に回避することは困難であり、仮に当社グルー

プの製品が第三者の知的財産権を侵害している等によって法的紛争となった場合、解決には多大な

時間と費用を要する可能性があり、損害賠償金の負担等によって当社グループの事業展開及び業績

に重大な影響を与える可能性があります。

また、サーモンオバリーペプチド事業部門においては、サーモンオバリーペプチドの抽出方法に

関する特許権者との契約により、その専用実施権の設定を受けて製造供給を行っております。今後

当該契約期間満了前に当該専用実施権が何らかの理由で保持できないこととなった場合には、当該

事業の継続に支障を来たし、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

　　(f)お客様対応について

 

　　　当事業における化粧品事業部門は、特にエンドユーザーとなる個人のお客様との信頼関係を重視し

ております。お客様に満足していただけるよう、商品品質・サービスの一層の向上に注力しており

ます。しかしながらお客様の満足や信頼を損ない得る不測の事態が生じた場合ブランド価値が低下

し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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④　事業における共通のリスク

 

(a)消費税等の影響について

 

　医療業界において、共通の要因であります消費税等に関しまして、調剤薬局における売上の大部分

が非課税取引となります。しかしながら医薬品等の仕入は課税取引に該当し、その仕入に際して支

払った消費税は消費税法の規定により、当該運営会社（当社グループ会社）で負担する（経費処理

する）ことになっております。また、これは福祉事業においても同様であります。

過去の消費税の導入時及び消費税率改定時には、消費税率の上昇分が薬価基準の改正において考

慮されておりました。しかしながら今後、消費税率が改定され薬価基準がその消費税率の変動率に

連動しなかった場合には、当社グループの事業計画の達成に影響を及ぼす可能性があります。

 

　　(b)個人情報について

 

　　　当社グループの主要な事業であります調剤薬局事業、福祉事業においては、患者様、入居者様等の病

歴及び薬歴等の個人情報を取り扱っております。また化粧品の通信販売におきましては購入者等の

情報が蓄積されております。当社グループとしましては、患者様、入居者様等、お客様の個人情報に

ついて充分な管理体制を構築しておりますが、これらの個人情報が漏洩した場合には、住所、氏名等

の一般的な個人情報の漏洩の場合と比較してより多額の賠償責任が生じる可能性があります。ま

た、個人情報保護法に関しては、平成17年４月１日より全面施行され、さらに調剤薬局におきまして

は個人情報を扱う当社グループの従業員は、その多くが薬剤師であり、薬剤師には重い守秘義務が

法律上課せられております（刑法第134条第１項、注）。

　　　当社グループでは、個人情報保護のため個人情報管理体制の構築と見直し及び従業員教育を行い、個

人情報の取扱いには厳格な対応を行っております。しかしながら、万一個人情報の漏洩があった場

合には、多額の賠償金の支払い、行政処分等を受け、さらに既存顧客の信用及び社会的信用の低下等

により当社グループの業績等が多大な影響を受ける可能性があります。

 　（注）刑法　第134条第1項（秘密漏示）

　医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士、弁護人、公証人又はこれらの職にあった者が、正当な

理由がないのに、その業務上取り扱ったことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、六月以

下の懲役又は十万円以下の罰金に処する。
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(2)　財務に関する事項

 
新株予約権の発行による影響
 

当社及び当社グループ各社の役員及び従業員の業績向上に対する貢献意欲や士気を一層高め、長

期的な業績向上を目的とし、株主を重視した経営を推進することを狙いとして、平成14年６月19日

開催の臨時株主総会特別決議、平成16年９月30日開催の定時株主総会特別決議及び平成18年４月26

日開催の臨時株主総会特別決議により、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に

基づく新株予約権の発行を実施しております。これらの新株予約権の潜在株式は809株であり、発行

済株式数4,890株の16.5％に相当しております。これら新株予約権の行使により当社の１株当たり

の株式価値が希薄化する可能性があります。

 
(新株予約権の発行） （平成20年８月31日現在)

特別決議日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

新株発行予定残
数

575 株 40 株 194 株
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(3)　連結子会社と関連当事者との取引について

当連結会計年度における連結子会社と関連当事者との取引は、下表のとおりであります。
　　　役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名　称

住所
資本金
又は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関　係　内　容

取引の内容
取　引
金　額
（千円）

科　目
期末残高
（千円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

役
員
及
び
個
人
主
要
株
主

村上　睦 ― ―
当　　社

代表取締役社長
（被所有）
直接　29.2

― ―
金融機関に対
する債務被保
証（注１）

40,516 ― ―

株

主

岡　比佐志 ― ―
株式会社

オストジャパン
代表取締役

（被所有）
直接　0.4

― ―
金融機関に対
する債務被保
証（注１）

40,516 ― ―

盛　孝男 ― ―
北日本化学
株式会社
代表取締役

（被所有）
直接　0.8

― ―
金融機関に対
する債務被保
証（注２）

81,567 ― ―

役
員
及
び
そ
の
近
親
者
が
議
決
権
の
過
半
数
を
自
己
の
計
算
に
お
い
て
所
有
し
て
い
る
会
社
等
及
び
当
該
会
社
等
の
子
会
社

株式会社
壮　　建

札
幌
市
北
区

10,000 建設業 ― ― ―

店舗営繕

（注３）
485 ― ―
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(注)　上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１）株式会社オストジャパンの金融機関等の債務に対し、債務保証をしております。なお、金融機関等

の債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高40,516千円に対して村上　睦と岡　比

佐志が連帯して債務保証しております。

(注２）北日本化学株式会社の代表取締役である盛　孝男は、同社の金融機関等の債務に対し、債務保証を

しております。なお、金融機関等の債務保証金額は北海道信用保証協会の保証付銀行借入残高

81,567千円に対して債務保証しております。

(注３）店舗営繕については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

(注４）当社グループ各社は、役員から金融機関に対する債務保証に伴う保証を受けるに際して、保証料の

支払をしておりません。
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５　【経営上の重要な契約等】

(1)　専用実施権設定契約

連結子会社北日本化学株式会社は、サーモンオバリーペプチド事業の事業化のため、平成18年５

月11日付で有限会社フジ・バイオ研究所（福岡市）と、同社が保有する特許「魚卵外皮の酵素分

解によるアミノ酸成分の製法」（特許第3691497号）に下記内容の専用実施権設定契約、また平成

20年４月17日付で当該契約に関する覚書を締結しております。

専用実施権の範囲 ①地域：日本全国、②期間：本件特許権消滅の日（平成35年６月８日）まで

専用実施権設定対価 専用実施権設定契約一時金及び工場出荷価格の一定額を支払うこととして

おります。

 

(2)　取引契約

契約会社名 相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

北日本化学株式会社
協和薬品株式会社
（富山市）

サ ー モ ン オ バ
リーペプチド

健康食品原料と
して販売

平成19年５月１日から
平成22年４月30日まで
以後１年ごとの自動更

新

 

６　【研究開発活動】

　当社グループは、「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」として、調剤薬局事

業、福祉事業、研究開発事業及び不動産関連事業の各事業を展開しております。医療と福祉に携わる

ものとして、患者様及び一般のお客様に対して高いサービスを提供し身体的及び内面的な健康を実

現するようサポートを行うことが使命であると認識しており、このために新しい付加価値を提供で

きるよう積極的に研究開発に取り組んでおります。

 

当社グループの研究開発活動は、研究開発事業について連結子会社北日本化学株式会社の中央研

究所で専業スタッフ２名が行っております。

連結子会社北日本化学株式会社の中央研究所では、「機能創造」を理念とし「既知、未知物質の

眠れる機能を人々の健康に役立てる研究開発を行う」ことを経営方針とし、化粧品事業部門におい

て新しい化粧品原料の探索及びリサーチ並びにこれを活用したオリジナルスキンケア化粧品の開

発を行っております。また受託研究事業部門において化合物の合成等に関して高い品質と早い納期

を実現するために活用できる技術を開発利用しているほか、サーモンオバリーペプチドの機能性探

究を行っております。当連結会計年度の研究開発費の総額は11,720千円であります。
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７　【財政状態及び経営成績の分析】

　　　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したもので

あります。

 

(1)  重要な会計方針及び見積り

　　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

き作成されております。この連結財務諸表の作成に当たり、見積りが必要な事項につきましては、合

理的な基準に基づき、会計上の見積りを行っております。会計上の見積りについては、慎重に判断し

実施しておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果と異なる場合があります。

　　なお、詳細につきましては、第一部〔企業情報〕第５〔経理の状況〕１〔連結財務諸表等〕(1)〔連

結財務諸表〕連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項をご参照ください。

 

(2)  財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産残高合計は、2,131,910千円となり前連結会計年度末に比べて

5,694千円の減少となりました。

流動資産残高については、1,298,200千円（前連結会計年度末比34,723千円増）となり、この主な

要因は、調剤報酬債権の流動化を取りやめたこと等により現金及び預金が303,049千円（同84,292

千円減）、受取手形及び売掛金が788,393千円（同137,156千円増）となったことによります。

固定資産残高については、ハート調剤薬局（岩見沢市）の店舗移転に伴う土地建物の新規取得等

がありましたが、償却額の計上により有形固定資産が675,841千円（同12,574千円減）、無形固定資

産が27,551千円（同16,912千円減）となったこと等により、831,761千円（同39,391千円減）とな

りました。

当連結会計年度末における負債残高合計は、前連結会計年度末の1,680,416千円に対し、

1,610,975千円となり69,441千円の減少となりました。

これは流動負債が、サーモンオバリーペプチドの特許専用実施権の残金の支払等により未払金が

28,987千円（前連結会計年度比55,206千円減）となったこと等で1,092,751千円（同50,835千円

減）となったこと等によります。

当連結会計年度末における純資産合計は、520,935千円（前連結会計年度末比63,746千円増）と

なりました。これは公募増資による新株の発行により資本金が276,617千円（同32,292千円増）及

び資本準備金が178,617千円（同32,292千円増）となったこと等によります。

 

 

(3)  経営成績の分析

　　当連結会計年度の当社グループの売上高は、4,985,469千円となり、前連結会計年度の4,828,540千

円と比較し、156,929千円の増収（前連結会計年度比3.3％増）となりました。また、売上原価は

4,577,061千円となり前連結会計年度の4,367,626千円から209,435千円の増加（同4.8％増）とな

りました。売上高については、サーモンオバリーペプチド（ＳＯＰ）事業部門の標津工場において

下期より安定稼動が実現したことに伴い売上高が増加しております。売上原価率は91.8％となり前

連結会計年度の90.5％から1.3ポイント上昇いたしましたが、これは平成20年４月に行われた薬価
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改定による医薬品仕入原価率のアップによるものであります。

　　販売費及び一般管理費は管理部門の強化に伴う人件費の増加等により327,197千円（前連結会計年

度比7,154千円増、2.2％増）となりました。

営業利益については、上記のとおり売上高の増加率を売上原価率の増加率が上回ったことで売上

総利益は減少しており、さらに販売費及び一般管理費が増加したことにより、81,210千円（前連結

会計年度比42.4％減）と減益となりました。

営業外損益については、営業外収益は助成金収入が減少したこと等により17,458千円（前連結会

計年度比6,332千円減）となり、営業外費用は株式公開に伴う費用の計上及び資金調達に伴う支払

利息が増加したことにより36,635千円（同12,435千円増）となった結果、経常利益は62,033千円

（同55.8％減）を計上しました。

特別損益については、特別利益はさつき調剤薬局の譲渡益により23,809千円（前連結会計年度比

21,460千円増）となり、特別損失は回収懸念債権の貸倒引当金繰入額13,946千円等により32,725千

円（同268千円減）となりました。

これらに税金等を計上した結果、当連結会計年度の当期純利益は、3,870千円（前連結会計年度比

91.4％減）となりました。

 

(4)  当社グループの資金状況の分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが37,835千円の使用、投資活動

によるキャッシュ・フローが93,546千円の使用、財務活動によるキャッシュ・フローが47,089千円

の獲得となりました。この結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は303,049千円となり

ました。

営業活動の結果使用した資金は、37,835千円であり、当連結会計年度は税金等調整前当期純利益

が53,117千円、減価償却費が91,431千円でありましたが、調剤報酬債権の流動化を取りやめたこと

等により売上債権が108,214千円及びたな卸資産40,768千円の増加となったことが主要因でありま

す。

投資活動の結果使用した資金は、93,546千円であり、店舗移転に伴いハート調剤薬局の土地建物

を新規取得したこと等で有形固定資産の取得による支出が83,108千円となったこと及びサーモン

オバリーペプチド（ＳＯＰ）の特許専用実施権の残金支払が31,500千円であったことが主要因で

あります。

財務活動の結果得られた資金は、47,089千円であり、公募増資により新株の発行による収入が

62,675千円となったこと及び調剤報酬債権の流動化を取りやめたことに伴う長期借入金調達によ

る収入が130,000千円であった一方、長期借入金の約定返済が100,885千円及び社債の償還が30,000

千円であったことが主要因であります。
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第３　【設備の状況】

１　【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は、80,299千円でした。その主な内容は、調剤薬局事業において

ハート調剤薬局（岩見沢市）の店舗移転に伴う土地建物の新規取得（44,202千円）及び研究開発事

業において標津工場の隣地取得（11,744千円）等であります。

なお、調剤薬局事業において、既存店舗の移転等により10,907千円の固定資産除却損失を計上して

おります。

 

２　【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

 

(1) 提出会社

(平成20年６月30日現
在)

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)

建物及び構築物 土地
その他 合計

(面積㎡) 金額 (面積㎡) 金額

本社
(札幌市厚別区)

全社(共通) 本社事務所 (　216.27 )520(　520.80 )― 425 945 11

 

(2) 国内子会社

(平成20年６月30日現
在)

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)

建物及び構築物 土地
その他 合計

(面積㎡) 金額 (面積㎡) 金額

株式会社
オスト
ジャパン

サン調剤薬局
(札幌市厚別区)
他23店舗、福祉施
設４施設及び賃貸
用不動産２棟

調剤薬局事業
福祉事業
不動産関連事業
全社(共通)

調剤
薬 局
他

1,707.92
(3,496.33)
《  332.88》

235,693
2,335.43
(  422.85)
《  549.02》

175,31718,737429,749180

北日本化
学
株式会社

中央研究所
(恵庭市)
標津工場

研究開発事業
研 究
所
工場

329.75 
(  206.08)

72,7804,625.23 21,287115,127209,1959

有限会社
ファーマ
コリサー
チ

オストジャパンビ
ル
(札幌市厚別区)
他１棟

不動産関連事業
賃貸
ビル

526.07
《  316.63》

33,175
594.00

《  153.79》
28,540 ― 61,7150

(注) 1．　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
2．　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）につきましては、その総数が従業員数の
100分の10未満のため記載を省略しております。

3．　帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具、器具及び備品の合計額であります。
4．　上記中（外書）は、連結会社以外からの賃借設備であります。
5．　上記中《内書》は、連結会社以外への賃貸設備であります。
6．　株式会社オストジャパンは有限会社ファーマコリサーチより、「サン調剤薬局」の店舗を賃借してお

ります。
7．　株式会社オストジャパン及び有限会社ファーマコリサーチは、所有物件の一部を連結会社以外の者に

賃貸しております。
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8．　リース契約による主要な設備は次のとおりであります。
(平成20年６月30日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 台数
リース
期　間

リース料
(千円)

リース
契約残高
(千円)

株式会社
オストジャパ
ングループ

本社
(札幌市厚別
区)

全社(共通)

器具・備
品
及び車両
等
(リース)

6 ５年 3,571 12,915

株式会社
オストジャパ
ン

サン調剤薬局
(札幌市厚別
区)
他23店舗、
福祉施設４施
設
及び賃貸用不
動産２棟

調剤薬局事業
福祉事業
不動産関連事業
全社(共通)

調剤設備
及び車両
等
(リース)

57 ５年 49,65678,116

北日本化学
株式会社

中央研究所
(恵庭市)
標津工場

研究開発事業
器具・備
品
(リース)

16 ５年 19,33243,668

(注)1．　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
2．　リース料は当連結会計年度における支払金額であります。

 

３　【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 

(2)重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４　【提出会社の状況】

１　【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,120

計 19,120

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,780 4,890
札幌証券取引所
(アンビシャス市場)

―

計 4,780 4,890 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成20年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のと

おりであります。

①平成14年６月19日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権の状況

株主総会の特別決議日（平成14年６月19日）

区　　　　　分
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数（個）（注）1・2 137 115

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 685 575

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）1・

2
50,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成24年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000
資本組入額　50,000

同左

新株予約権の行使の条件 （注）3 （注）3

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）4 (注) 4

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) 1.当社が株式分割又は株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって当社は次の算式により新

株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。

ただし、この調整は本新株予約権のうち当該時点で行使されていないものの合計したものをもって新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨て

るものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

また、本新株予約権の発行日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合等、新株予約権の目的たる株式

の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、

合理的な範囲で調整し、当該時点で行使されていないものの合計したものをもって新株予約権の目的

たる株式の数とする。

2．

(1) 当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げます。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１

分割又は併合の比率
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(2) 当社が上記発行価額を下回る価額で新たに普通株式を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約

権の行使の場合を除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数

は、これを切り上げます。

(マーケット・プライス方式)

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
分割・新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式の「既発行株式数」には保有自己株式を含まないものとし、また自己株式を処分す

る場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

(3) 当社が合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた時

は、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものとします。 

3．権利行使の条件は、以下のとおりであります。

(1) 本新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役

もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由がある場合はこの限りではない。本新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使す

ることができる。

(2) 新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をすることができない。

(3) 本新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年(1月1日から12月31日までの期間)において権利行

使できる新株予約権の個数の上限、又は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の合

計額の上限を定めることができるものとする。

(4) その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

4．新株予約権の譲渡制限

本新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要するものとする。また、取得者の氏名及び

住所を新株予約権原簿に記載しなければ、何人も会社又はその他の第三者に対して本新株予約権に

基づく権利を主張できない。
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②平成16年９月30日開催の定時株主総会において特別決議された新株予約権の状況

株主総会の特別決議日（平成16年９月30日）

区　　　　　分
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数（個）（注）1・2 8 8

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40 40

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）1・

2
98,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年10月１日
至　平成26年９月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　98,000
資本組入額　49,000

同左

新株予約権の行使の条件 （注）3 （注）3

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）4 （注）4

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) 1.当社が株式分割又は併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって当社は次の算式により新株予

約権の目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち当該時点で行使されていない権利の目的となる株式数につ

いてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

また、本新株予約権の発行日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合等、新株予約権の目的となる株

式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合

理的な範囲で付与株式数を調整されるものとする。

2．

(1) 当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１

分割又は併合の比率

 

(2) 当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による

ものを除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げる。

(マーケット・プライス方式)

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

なお、上記算式の「既発行株式数」には保有自己株式数を含まないものとし、また、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり

処分金額」に読み替えるものとする。
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(3) 当社が合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整できるものとする。 

3．権利行使の条件は、以下のとおりであります。

(1) 本新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において

も、当社並びに当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。本新株予約権者が死

亡した場合は、新株予約権割当契約に定める条件により、相続人がその権利を行使することができ

る。

(2) 本新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をすることができない。

(3) 本新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年(１月１日から12月31日までの期間)において権利

行使できる新株予約権の個数の上限又は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の

合計額の上限を定めることができるものとする。

(4) その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

4．新株予約権の譲渡制限

本新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要するものとする。また、取得者の氏名及び

住所を新株予約権原簿に記載しなければ、何人も会社又はその他の第三者に対して本新株予約権に

基づく権利を主張できない。

 

③平成18年４月26日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権の状況

株主総会の特別決議日（平成18年４月26日）

区　　　　　分
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数（個）（注）1・2 196 194（注）3

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 196 194（注）3

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注）1・

2

192,000 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日
至　平成28年３月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　192,000
資本組入額　 96,000

同左

新株予約権の行使の条件 （注）4 （注）4

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）5 （注）5

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項

― ―

(注) 1.当社が株式分割又は併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって当社は次の算式により新株予

約権の目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は本新株予約権のうち当該時点で行使されていない権利の目的となる株式数につ

いてのみ行い、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率

また、本新株予約権の発行日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合等、新株予約権の目的となる株

式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合

理的な範囲で付与株式数を調整されるものとする。
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2．

(1) 当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×

１

分割又は併合の比率

 

(2) 当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使による

ものを除く。)は、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切

り上げる。

(マーケット・プライス方式)

 

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新株発行前の時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

なお、算式中の既発行株式数は、株主割当がある場合はその日、その他の場合は下記に定める「調整

の適用日」の１ヶ月前の日における甲の発行済株式数（ただし、甲の保有する自己株式の数を除

く。）とする。

上記に定める調整の適用日は、払込期日の翌日以降（株主割当日がある場合は当該割当日の翌日以

降）、これを適用する。

上記算式の「既発行株式数」には、保有自己株式数を含まないものとし、また、自己株式の処分を行

う場合には、「新規発行」を「自己株式の処分」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分

金額」に、「新株発行前の時価」を「処分前の時価」に読み替えるものとする。

(3) 当社が合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整できるものとする。 

3．消却事由に該当したことに伴う権利喪失者の新株予約権を消却しております。

4．権利行使の条件は、以下のとおりであります。

(1) 本新株予約権の割当てを受けた者（以下、「本新株予約権者」という。）は、権利行使時において

も、当社並びに当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし任期

満了による退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

（2）本新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権割当契約に定める条件により、相続人がその権利を

行使することができる。

(3) 本新株予約権者は、付与された権利の質入れその他の処分をすることができない。

(4) 本新株予約権割当契約で、権利行使期間中の各年(１月１日から12月31日までの期間)において権利

行使できる新株予約権の個数の上限又は新株予約権の行使によって発行される株式の発行価額の

合計額の上限を定めることができるものとする。

(5) その他の権利行使の条件は、取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。 

5．新株予約権の譲渡制限

本新株予約権を譲渡するには、当社の取締役会の承認を要するものとする。また、取得者の氏名及び

住所を新株予約権原簿に記載しなければ、何人も会社又はその他の第三者に対して本新株予約権に

基づく権利を主張できない。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成17年６月27日
（注）１

480 2,655 24,000 123,937 ― 49,937

平成18年３月29日
（注）２

425 3,080 40,587 164,525 40,587 90,525

平成18年６月14日
（注）３

620 3,700 55,800 220,325 55,800 146,325

平成19年６月８日
（注）４

480 4,180 24,000 244,325 ― 146,325

平成19年９月７日
（注）５

600 4,780 32,292 276,617 32,292 178,617

（注）1.　発行価格50,000円（全額資本組入）で480株の新株予約権の行使が行われたことによる増加であります。

　　　2.　発行価格191,000円（資本組入額95,500円）で425株の第三者割当増資を行ったことによる増加であります。

　　　　　主な割当先は、㈱ほくやく、ほか11先（法人、個人）であります。

　　　3.　発行価格180,000円（資本組入額90,000円）で620株の第三者割当増資を行ったことによる増加であります。

　　　　　主な割当先は、村上　睦、ほか４先（法人、個人）であります。

　　　4.　発行価格50,000円（全額資本組入）で480株の新株予約権の行使が行われたことによる増加であります。

　　　5.　有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

　　　　　　　発行価格     117,000円

発行価額      82,450円

資本組入額    53,820円

払込金総額　64,584千円

6.　平成20年７月１日から平成20年８月31日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が110株、

資本金が5,500千円増加しております。

 

(5) 【所有者別状況】

平成20年６月30日
現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

 

― 1 3 24 1 ― 364 393 ―

所有株式数
(株)

 

― 85 7 1,176 50 ― 3,462 4,780
 

―

割合
(％）

 

― 1.78 0.1524.601.05― 72.42100.00 ―
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(6) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

村上　睦 札幌市清田区 1,394 29.16

村上博子 札幌市清田区 630 13.18

株式会社モロオ 札幌市中央区北三条西15丁目1－50 371 7.76

株式会社ほくやく 札幌市中央区北十一条西14丁目1－1 199 4.16

有限会社エムワイケー 札幌市清田区平岡二条2丁目7－10 150 3.14

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋2丁目14番1号 100 2.09

有限会社サン・ケア
青森県三戸郡南部町大字平字虚空蔵40－

3
90 1.88

オストジャパングループ社員持株

会
札幌市厚別区厚別南5丁目1－7 87 1.82

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西3丁目11番地 85 1.78

森本康一 大阪府大阪市東住吉区 59 1.23

計 ― 3,165 66.21
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成20年６月30日
現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― 　― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　4,780 4,780 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　　　　 4,780 ― ―

総株主の議決権 ― 4,780 ―

 

②　【自己株式等】

平成20年６月30日
現在

所有者の氏名
又 は 名 称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

 (8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、当社並

びに当社連結子会社の役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を一層高め、長期的な業績向

上を目的として、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月

19日の臨時株主総会、平成16年９月30日の定時株主総会及び平成18年４月26日の臨時株主総会にお

いて特別決議されたものであります。
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当該制度の内容は、次のとおりであります。

（平成14年６月19日　臨時株主総会決議）

決議年月日 平成14年６月19日

付与対象者の区分及び人数（注）1 当社並びに当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株）
当社並びに当社連結子会社の取締役に対し1,135、当社監査役に対し10
及び当社連結子会社の従業員に対し20、合計1,165

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成24年５月31日

新株予約権の行使の条件 （注）2

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）2

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―

 

（注）1．新株予約権の付与対象者の区分ごとの人数は次のとおりであります。（平成20年９月25日現在）

区　　分 人　　数（人）

当社取締役 1

当社連結子会社取締役 1

当社監査役 1

当社連結子会社従業員 1

その他（注）3 1

計 5

　　　   2．その他の内容につきましては、「１ 株式等の状況、（２）新株予約権等の状況」に記載のとおりであり

ます。

         3．平成18年９月27日任期満了による退任取締役であります。

 

（平成16年９月30日　定時株主総会決議）

決議年月日 平成16年９月30日

付与対象者の区分及び人数（注）1 当社並びに当社連結子会社の取締役

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 当社並びに当社連結子会社の取締役に対し40

新株予約権の行使時の払込金額（円） 98,000

新株予約権の行使期間 平成18年10月１日～平成26年９月29日

新株予約権の行使の条件 （注）2

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）2

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―
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　　（注）1．新株予約権の付与対象者の区分ごとの人数は次のとおりであります。（平成20年９月25日現在）

区　　分 人　　数（人）

当社連結子会社取締役 1

当社連結子会社従業員 1

計 2

2．その他の内容につきましては、「１ 株式等の状況、（２）新株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。

 

（平成18年４月26日　臨時株主総会決議）

決議年月日 平成18年４月26日

付与対象者の区分及び人数（注）1 当社並びに当社連結子会社の取締役及び従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 当社並びに当社連結子会社の取締役に対し217

新株予約権の行使時の払込金額（円） 192,000

新株予約権の行使期間 平成20年５月１日～平成28年３月31日

新株予約権の行使の条件 （注）2

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）2

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―

　（注）1．新株予約権の付与対象者の区分ごとの人数は次のとおりであります。（平成20年９月25日現在）

区　　分 人　　数（人）

当社取締役 2

当社連結子会社取締役 6

当社従業員 3

当社連結子会社従業員 33

計 44

2．その他の内容につきましては、「１ 株式等の状況、（２）新株予約権等の状況」に記載のとおり

であります。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

 (2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　　　 (3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。 

（4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３　【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と捉え、業績に応じた成果の配分を行うととも

に、これを安定的に継続することを基本方針としております。また、経営成績、経営環境、事業展開及び

内部留保の充実の必要性等を総合的に勘案して配当政策を決定する方針であります。

当社の剰余金の配当の回数については、定時株主総会決議にて年１回もしくはこれに加えて取締役

会決議による中間配当を含めた年２回を基本的な方針としております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、関係会社株式評価損として特別損失を計上することと

したことから、当社の経営成績及び財務状況等を総合的に勘案し、誠に申し訳なく存じますが、無配と

して内部留保の充実を優先させていただくことといたしました。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年12月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高(円) ― ― ― ― 103,000

最低(円) ― ― ― ― 55,100

(注)　最高・最低株価は、札幌証券取引所(アンビシャス市場)における株価を記載しております。

また、平成19年９月10日付をもって札幌証券取引所(アンビシャス市場)に株式を上場いたしましたので、

それ以前の株価については該当事項はありません。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 69,500 70,000 70,000 55,200 55,600 ―

最低(円) 68,500 68,000 60,000 55,100 55,500 ―

(注)　最高・最低株価は、札幌証券取引所(アンビシャス市場)における株価を記載しております。
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５　【役員の状況】

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役社長
(代表
取締役)

 村　上　　　睦 昭和34年６月８日生

昭和57年４月

平成９年10月

 

平成11年３月

平成14年５月

平成14年５月

平成14年６月

エーザイ株式会社入社

株式会社オストジャパン取締役

就任

同社代表取締役就任 

同社取締役就任

当社代表取締役就任 (現任)

社会福祉法人博栄会理事長就任

（現任）

注1 1,394

常務取締役
総務管理
部長

山　田　耕　資 昭和38年２月７日生

昭和60年４月

 

平成９年４月

平成11年11月

平成13年１月

平成14年12月

平成16年10月

 

平成18年４月

平成18年10月

平成19年11月

 

平成20年９月

中央信託銀行株式会社（現中央

三井信託銀行株式会社）入行

宝印刷株式会社入社

株式会社タスコシステム入社

同社財務部長兼株式公開準備室

長

当社経営計画部長

北日本化学株式会社取締役就任

（現任）

当社取締役経営計画部長就任

当社取締役経営管理部長就任

当社常務取締役総務管理部長就

任（現任）

有限会社ファーマコリサーチ取

締役就任（現任）

注1 19

取締役 社長室長 岡　地　雅　彦 昭和29年11月23日生

昭和54年４月

昭和55年11月

昭和61年４月

 

平成７年４月

平成10年４月

平成12年４月

 

平成13年８月

 

平成17年８月

平成18年４月

平成18年10月

平成19年11月

平成19年11月

株式会社河合楽器製作所入社

日本生命保険相互会社入社

学校法人経専学園　札幌ビジネス

アカデミー専門学校入社

学校法人つしま記念学園入社

同学園　常務理事就任

株式会社ジャパンケアサービス

常務取締役就任

株式会社シーエスアイ入社　経営

企画室長

当社社長室長

当社取締役社長室長就任

当社取締役総務管理部長就任

当社取締役社長室長就任（現

任）

北日本化学株式会社取締役就任

（現任）

注1 40

監査役  臼　井　健　容 昭和17年３月29日生

昭和41年４月

平成８年１月

 

 

平成14年７月

平成17年９月

 

平成17年９月

 

平成17年９月

株式会社北海道拓殖銀行入行

株式会社エイチ・シー・ビー

（現株式会社ジェー・シー・

ビー北海道）入社

同社常務取締役就任

株式会社オストジャパン監査役

就任(現任)

北日本化学株式会社監査役就任

(現任)

当社監査役就任（現任）

注2 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

監査役
（非常勤）

 横　山　寿　一 昭和13年10月１日生

昭和32年４月

平成７年５月

平成11年１月

 

平成13年５月

平成14年５月

 

平成14年５月

平成16年９月

同立薬品工業株式会社入社

同社常務取締役就任

東邦薬品株式会社北海道営業部

業務部長

株式会社オストジャパン経理部

長

株式会社オストジャパン監査役

就任 (現任)

当社監査役就任 (現任)

北日本化学株式会社監査役就任

(現任)

注2 30

計 ―  ―  1,486

　(注)1．取締役の任期は、平成20年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年６月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

2．監査役の任期は、平成17年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年６月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

 

６　【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

(1)　コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　　当社は、持株会社形態であることを踏まえたグループ経営を行う必要性を自覚したうえで、当社及び

当社グループの業容や事業展開に合わせて適切にコーポレート・ガバナンスを行うこととし、株主、

患者様、入居者様等、お客様、従業員、お取引先そして地域医療に貢献する観点から地域社会などのス

テークホルダーにとって社会的責任を果たし、企業価値を長期的に向上させていくことが重要である

と考えております。特に、「医療」に携わるものとして、主要な事業である調剤薬局経営に係る関連法

規を遵守しつつ人々の健康を担う事業を営む性質上、企業の社会的責任の重要性を認識しており、企

業の根幹としてのコンプライアンスを最重要とした業務執行が不可欠であると考えております。
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(2)　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　①　取締役会

　　　取締役会は取締役３名（社外取締役はおりません。）で構成されており、取締役相互の経営監視が機

能するよう定期的に毎月１回開催のほか、必要に応じて臨時で開催しております。

また、取締役会のほかに、取締役会に上程する議案内容の詳細を事前に充分に討議・検討する会

議体として、傘下のそれぞれの子会社の取締役、各部門長を加えて構成されるグループ拡大経営会

議を毎月１回開催し、グループ全社の経営戦略及び事業戦略にかかわる重要事項の報告・審議をし

ており、日常の業務執行の妥当性、適法性を検証出来る体制をとっております。

　　　一方、急速に環境が変化する調剤薬局市場に対し迅速な意思決定が不可欠でありますが、取締役３名

のうち１名は薬剤師資格を有しているため、取り巻く環境の正確な認識と営業現場である店舗での

適正な業務の運営把握が同時になされており、意思決定の迅速化を図る体制としております。

 

　②　監査役

　　　当社は監査役制度を採用しており、常勤、非常勤各１名、計２名で構成されております。常勤監査役１

名は社外から招聘したものであります。当社は会社法で定める大会社に該当しないため監査役会は

組成しておりませんが、各監査役は取締役会に出席し取締役の職務執行を監査しております。また

監査役２名で監査役協議会を設け、監査役間の情報及び意見交換並びにグループ全社の重要案件に

ついて監査の役割から協議を行い、当社及び当社グループの経営状況の把握、問題点の共有及び相

互理解等を図っております。

　　　また、内部監査室及び監査法人とも随時情報交換を行い、監査の実効性をあげるよう連携に努めてお

ります。
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　③　内部監査室

　　　内部監査は代表取締役の直轄の内部監査室において年間監査計画に基づき実行しており、現在は室

長１名体制であります。コンプライアンス、リスクマネジメント、業務プロセスの適正性、効率性な

どについて、当社をはじめ当社グループの全部署を対象とした内部監査を行っております。内部監

査室は監査役と随時情報交換しており、内部監査の状況について監査役に随時報告することで相互

に連携しております。

　　　また、監査法人と随時情報交換を行い、連携に努めております。

 

　④　調剤過誤対策委員会

当社グループの調剤薬局事業を営む上での最大のリスクであります調剤過誤に関しましては、子

会社である株式会社オストジャパンで、選抜された人員で構成する「調剤過誤対策委員会」に同社

の担当役員を配して調剤薬局各店舗を管理・監督し、外部研修会での情報収集、調剤過誤防止のた

めの分析、事故対応策の構築に努め、潜在的なリスクの減少に努めております。「調剤過誤対策委員

会」での具体的施策としては、ⅰ「各薬局の調剤過誤対策の調査、分析」、ⅱ「調剤過誤防止マニュ

アルの見直し」等を実施しております。

 

上記のほかに、定期的に監査法人に経理内容をチェックしていただくことにより、会計処理及び

ディスクロージャーの適正化、透明化に努めており、さらに顧問契約を締結している顧問弁護士よ

り、コーポレート・ガバナンス体制に関するアドバイスを適宜受けております。

 

　　　今後も、内部統制、コンプライアンス及びリスクマネジメントを推し進め、一層の経営の透明性向上

を図り、コーポレート・ガバナンスを充実させていく方針であります。

 

(3)　当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

所属する監査法人名 公認会計士の氏名等 継続監査年数

創研合同監査法人 業務執行社員　前田　裕次
業務執行社員　島貫　幸治

―
―

(注)　継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

 

監査業務に係る補助者の構成　　　公認会計士３名　　会計士補等３名

 

(4)　社外取締役及び社外監査役との関係

当社は、社外取締役を選任しておりません。

当社の監査役は２名で、常勤監査役である臼井健容は会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

なお、当社との間には人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はありません。

 
 

(5)　役員報酬及び監査報酬
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　　第７期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は以下

のとおりであります。

　　　　　・役員報酬
　　　　　　　取締役に支払った報酬　　　　   68,881千円（社外取締役はおりません。）
　　　　　　　監査役に支払った報酬　　　　　　3,450千円

計　　　　　　　　　　 72,331千円
　　　　　・監査報酬
　　　　　　　公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬　　　  6,900千円

　　　　　　　上記以外の報酬　　　　　　　　　　500千円

計　　　　　　　　　　　7,400千円

(6)　取締役の定数

　　当社は、取締役を７名以内とする旨を定款で定めております。

 

(7)　剰余金の配当の決定機関

　　当社は、機動的な資本政策を行えるよう会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を

取締役会決議により可能とする旨を定款で定めております。

 

(8)　自己株式取得の決定機関

　　当社は、株主利益の増進と機動的な資本政策を行えるよう、会社法第165条第２項の規定により、取締

役会の決議による自己株式の取得を可能とする旨を定款で定めております。

 

(9)　株主総会の特別決議要件

　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件に

ついて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の３分の２以上をもって決議を行う旨を定款で定めております。

 

(10)　取締役の選任の決議要件

　　当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。
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第５　【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵

省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当連結会計年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則

に基づき、当事業年度（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)及び前事業年度(平成18年

７月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度

(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)及び当事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月

30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸

表について、創研合同監査法人により監査を受けております。
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１　【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①　【連結貸借対照表】
 

  
前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   387,342  303,049 

２　受取手形及び売掛金   651,236  788,393 

３　債権売却未収入金   28,941   －  

４　たな卸資産   168,027  201,420 

５　繰延税金資産   1,806   2,134  

６　その他   32,706   24,684  

貸倒引当金   △6,584   △21,480  

流動資産合計   1,263,47659.1  1,298,20060.9

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物及び構築物 ※１ 525,690   532,865   

減価償却累計額  157,859   171,597   

減損損失累計額  23,918343,912 19,098342,169 

(2) 機械装置及び運搬具 169,650   172,818   

減価償却累計額  15,082154,568 58,515114,302 

(3) 工具、器具及び備品 41,085   47,380   

減価償却累計額  18,919   27,212   

減損損失累計額  － 22,166  187 19,980  

(4) 土地 ※１  167,768  199,389 

有形固定資産合計   688,41532.2  675,84131.7

２　無形固定資産        

(1) のれん   19,644   8,419  

(2) その他   24,819   19,132  

無形固定資産合計   44,4642.1  27,5511.3

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   1,865   1,276  

(2) 繰延税金資産   33,942   30,097  

(3) 敷金保証金   50,784   49,609  

(4) その他   51,680   47,384  

投資その他の資産合計   138,2736.5  128,3686.0

固定資産合計   871,15340.8  831,76139.0

Ⅲ　繰延資産        

１　株式交付費   －   1,378  

２　新株発行費   365   －  

３　社債発行費   900   －  

４　開発費   1,709   569  

繰延資産合計   2,9750.1  1,9480.1

資産合計   2,137,605100.0  2,131,910100.0
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前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金   880,395  875,090 

２　１年以内返済予定長期借入金 ※１  83,173   102,279 

３　１年以内償還予定社債   30,000   25,000  

４　未払金   84,194   28,987  

５　未払法人税等   21,104   15,630  

６　その他   44,718   45,762  

流動負債合計   1,143,58653.5  1,092,75151.3

Ⅱ　固定負債        

１　社債   25,000   －  

２　長期借入金 ※１  502,060  512,069 

３　その他   9,769   6,155  

固定負債合計   536,82925.1  518,22424.3

負債合計   1,680,41678.6  1,610,97575.6

        

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   244,32511.4  276,61712.9

２　資本剰余金   146,3256.9  178,6178.4

３　利益剰余金   66,3643.1  66,0543.1

株主資本合計   457,01421.4  521,28824.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額金   174 0.0  △353△0.0

評価・換算差額等合計   174 0.0  △353△0.0

純資産合計   457,18821.4  520,93524.4

負債純資産合計   2,137,605100.0  2,131,910100.0
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②　【連結損益計算書】
 

  
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

        

Ⅰ　売上高   4,828,540100.0  4,985,469100.0

Ⅱ　売上原価   4,367,62690.5  4,577,06191.8

売上総利益   460,9149.5  408,4088.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１　役員報酬  90,311   102,331   

２　給与手当  55,036   58,838   

３　貸倒引当金繰入額  630   950   

４　のれん償却  12,593   11,225   

５　その他 ※１ 161,470320,0436.6 153,851327,1976.6

営業利益   140,8702.9  81,2101.6

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息及び配当金  311   937   

２　助成金収入  17,363   9,987   

３　施設負担金収入  4,226   4,017   

４　保険解約返戻金収入  101   1,024   

５　その他  1,788 23,7900.5 1,491 17,4580.4

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  15,481   16,294   

２　株式交付費償却  －   895   

３　新株発行費償却  365   －   

４　社債発行費償却  900   900   

５　株式公開関連費用  －   10,658   

６　債権売却損  1,593   920   

７　その他  5,858 24,1990.5 6,965 36,6350.7

経常利益   140,4622.9  62,0331.3
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前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※２ 128   －   

２　店舗譲渡等整理益  2,220 2,3480.1 23,809 23,8090.5

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産除却損 ※３ 1,765   10,907   

２　固定資産売却損 ※４ 78   －   

３　減損損失 ※５ 12,833   187   

４　投資有価証券評価損  4,690   309   

５　製品廃棄損  2,827   7,375   

６　過年度給与手当等  7,223   －   

７　調剤報酬返還金  2,827   －   

８　事業改善費用  705   －   

９　盗難損失  41   －   

10　貸倒引当金繰入額  － 32,9940.7 13,946 32,7250.7

税金等調整前当期純利益   109,8162.3  53,1171.1

法人税、住民税及び事業税  61,417   45,371   

法人税等調整額  3,381 64,7991.4 3,875 49,2471.0

当期純利益   45,0170.9  3,8700.1
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

 

株主資本
評価・換
算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

平成18年６月30日残高(千円)220,325146,32521,346387,996 75 388,072

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 24,000   24,000  24,000

当期純利益   45,01745,017  45,017

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額(純
額)

    98 98

連結会計年度中の変動額合
計(千円)

24,000 － 45,01769,017 98 69,116

平成19年６月30日残高(千円)244,325146,32566,364457,014 174 457,188

 

 

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

 

 

株主資本
評価・換
算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

平成19年６月30日残高(千円)244,325146,32566,364457,014 174 457,188

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 32,29232,292  64,584  64,584

剰余金の配当   △4,180△4,180  △4,180

当期純利益   3,870 3,870  3,870

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額(純
額)

    △528 △528

連結会計年度中の変動額合
計(千円)

32,29232,292△309 64,274△528 63,746

平成20年６月30日残高(千円)276,617178,61766,054521,288△353 520,935
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  109,816 53,117

減価償却費  55,812 91,431

のれん償却  34,787 11,225

減損損失  12,833 187

貸倒引当金の増加額  630 14,896

受取利息及び受取配当金  △    311 △    937

支払利息  15,481 16,294

投資有価証券評価損  4,690 309

株式交付費償却  － 895

新株発行費償却  365 －

社債発行費償却  900 900

株式公開関連費用  － 10,658

有形固定資産売却益  △    128 －

有形固定資産売却損  78 －

有形固定資産除却損  1,765 10,907

製品廃棄損  2,827 7,375

店舗譲渡等整理益  △  2,220 △ 23,809

未収還付消費税等の減少額（△増加
額）

 △  7,719 10,920

その他資産の減少額（△増加額）  1,344 △  1,284

売上債権の増加額  △ 83,841 △108,214

たな卸資産の増加額  △ 13,850 △ 40,768

仕入債務の増加額（△減少額）  8,978 △  5,304

未払金の減少額  △  1,873 △ 20,202

長期前払消費税等の減少額  3,434 2,330

未払消費税等の増加額（△減少額）  △  4,045 2,713

その他負債の減少額  △ 23,697 △  3,343

預り敷金の増加額（△減少額）  117 △  2,000

小計  116,177 28,298

利息及び配当金の受取額  311 937

利息の支払額  △ 15,175 △ 16,186

法人税等の支払額  △ 96,434 △ 50,885

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,878 △ 37,835
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前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △286,169 △ 83,108

有形固定資産の売却による収入  164 －

店舗譲渡等による収入  2,220 23,809

無形固定資産の取得による支出  △ 24,500 △    695

専用実施権の取得による支出  － △ 31,500

出資金の売却による収入  50 －

投資有価証券の取得による支出  △    605 △　　606

その他の投資の純増加額  △  2,691 △  1,445

投資活動によるキャッシュ・フロー  △311,532 △ 93,546

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入  283,000 130,000

長期借入金の返済による支出  △ 68,579 △100,885

社債償還による支出  △ 30,000 △ 30,000

新株の発行による収入  24,000 62,675

株式公開関連費用の支出  － △ 10,658

配当金の支払額  － △  4,042

財務活動によるキャッシュ・フロー  208,420 47,089

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額  △ 98,233 △ 84,292

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  485,575 387,342

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 387,342 303,049
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲に関する
事項

（１）連結子会社の数　　３社
株式会社オストジャパン
北日本化学株式会社
有限会社ファーマコリサーチ

 
（２）主要な非連結子会社の名称等

当社はすべての子会社を連結し
ており、非連結子会社はありませ
ん。

（１）連結子会社の数　　３社
株式会社オストジャパン
北日本化学株式会社
有限会社ファーマコリサーチ

 
（２）主要な非連結子会社の名称等

同左

２　持分法の適用に関す
る事項

該当事項はありません。 同左

３　連結子会社の事業年
度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末
日は、連結決算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関す
る事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価
方法
①有価証券
　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用
しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採
用しております。
 

（１）重要な資産の評価基準及び評価
方法
①有価証券
　その他有価証券
時価のあるもの

同左
 
 
 
 
時価のないもの

同左
 
 

 ②たな卸資産
移動平均法による原価法

 

②たな卸資産
同左

 
 （２）重要な減価償却資産の減価償却

の方法
①有形固定資産
建物（附属設備を除く）
(a)平成19年３月31日以前に
取得したもの

法人税法に規定する旧定額法
(b)平成19年４月１日以降に
取得したもの

法人税法に規定する定額法
 
建物（附属設備を除く）以外
(a) 平成19年３月31日以前に
取得したもの

法人税法に規定する旧定率法
(b)平成19年４月１日以降に
取得したもの

法人税法に規定する定率法
なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物及び構築物    15～34年
機械装置及び運搬具  4～9年
工具、器具及び備品  2～6年

（２）重要な減価償却資産の減価償却
の方法
①有形固定資産
建物（附属設備を除く）
(a)平成19年３月31日以前に
取得したもの
同左

(b)平成19年４月１日以降に
取得したもの
同左

 
建物（附属設備を除く）以外
(a) 平成19年３月31日以前に
取得したもの
同左

(b)平成19年４月１日以降に
取得したもの
同左

なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
建物及び構築物     15～34

年
機械装置及び運搬具   4～9

年
工具、器具及び備品   2～6年

 

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)
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（会計方針の変更）
法人税法の改正（（所得税法等の一
部を改正する法律　平成19年３月30日　
法律第６号）及び（法人税法施行令の
一部を改正する政令　平成19年３月30
日　政令第83号））に伴い、平成19年４
月１日以降に取得した有形固定資産に
ついては、改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更しております。
これに伴い、前連結会計年度と同一の

方法によった場合と比べ、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益がそれ
ぞれ2,244千円減少しております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（追加情報）
　当連結会計年度から、平成19年３月31
日以前に取得したものについては、償却
可能限度額まで償却が終了した翌年か
ら５年間で均等償却する方法によって
おります。
　これによる営業利益、経常利益及び当
期純利益に与える影響は軽微でありま
す。

 

②無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可
能期間（５年）に基づいておりま
す。

②無形固定資産
同左

 

（３）重要な繰延資産の処理方法
新株発行費は、３年以内均等額以
上を償却しております。
社債発行費は、３年以内均等額以
上を償却しております。
開発費は、５年以内均等額以上を
償却しております。

（３）重要な繰延資産の処理方法
新株発行費は、３年以内均等額以
上を償却しております。
株式交付費は、３年間で均等償却
しております。
社債発行費は、３年以内均等額以
上を償却しております。
開発費は、５年以内均等額以上を

償却しております。

 

（４）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

 

（４）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

同左

 

（５）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

 

（５）重要なリース取引の処理方法
同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

 

（６）その他連結財務諸表作成のための
重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。な

お、控除不能消費税等は、発生事業
年度の期間費用としております。但
し、固定資産に係る控除対象外消費
税等は、投資その他の資産の「その
他」に計上し、法人税法の規定によ
り均等償却を行っております。

（６）その他連結財務諸表作成のための
重要な事項
消費税等の会計処理

同左
 
 
 
 

 
 

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用して
おります。

同左

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の
均等償却を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値の
変動については僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっておりま
す。

同左

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

――――

 

 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　

実務対応報告第19号）を適用しております。

　当連結会計年度において発生した株式交付費を繰延資

産に計上し３年間で均等償却しております。

　また、当連結会計年度で償却が終了した新株発行費償却

は株式交付費償却に含めて表示しております。

　なお、株式交付費の償却方法の変更に伴う損益に与える

影響はありません。

　さらに、営業活動によるキャッシュ・フローの内訳と

して表示していた新株発行費償却は株式交付費償却に

含めて表示しております。
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表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「営業権」及び「連結調整

勘定」として掲記されていたものは、当連結会計年度か

ら「のれん」と表示しております。

 

（連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたもの及び「減価償却費」に含めて掲記

されていた営業権償却額は、当連結会計年度から「のれ

ん償却」と表示しております。

なお、前連結会計年度において、営業権償却額は「減価

償却費」に22,193千円含まれております。

――――

 

 

注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

当連結会計年度
（平成20年６月30日）

※１．担保に供している資産及び担保権によって担保

されている債務は次のとおりであります。

 

建物及び構築物　　　　　　　　 253,570千円

土　　　　　地　　　　　　　　 145,315千円

計　　　　　　　　　　　 398,886千円

１年以内返済予定長期借入金　　　63,369千円

長期借入金　　　　　　　　　　 403,595千円

計 　　　　　　　　　　　466,965千円

 

 

※１．担保に供している資産及び担保権によって担保さ

れている債務は次のとおりであります。

 

建物及び構築物　　　　　　　　 244,159千円

土　　　　　地　　　　　　　　 145,315千円

計　　　　　　　　　　　 389,475千円

１年以内返済予定長期借入金　　　62,435千円

長期借入金　　　　　　　　　　 363,468千円

計 　　　　　　　　　　　425,903千円

 

２．受取手形割引高は、30,000千円であります。
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

8,186千円であります。

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具　　　　　　　128千円

 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　1,765千円

 

 

 

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　　　 78千円

 

※５．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

あすなろ調剤薬

局(旭川市)

調剤

薬局

建物及び構築物

当社グループは、管理会計上の事業区分に基づく事

業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

とし、本社等の全事業資産を共用資産としてグルーピ

ングしております。

調剤薬局１店舗については、２年間キャッシュ・フ

ローのマイナスが継続しており、将来的にも収益性向

上の見通しが立たない状況下であることから、帳簿価

額及びリース資産の一部転用可能資産を除き減損損失

（12,833千円）として特別損失に計上しております。

その内訳は、建物及び構築物12,833千円であります。

なお、回収可能価額については、正味売却価額により

測定しており、入手可能な評価額及び市場価格等を勘

案した自社における合理的な見積額に基づいて評価し

ております。

 

※１．販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は

11,720千円であります。

 

※２．　　　　　　　――――

 

 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　 10,635千円

工具、器具及び備品　　　　　　　271千円

　　　　計　　　　　　　　　 10,907千円

 

※４．　　　　　　　――――

 

 

※５．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

かりん調剤薬局

(札幌市中央区)

調剤

薬局

工具、器具及び備品

デイサービスセン

ターいきいき栄

（札幌市東区）

福祉

施設

工具、器具及び備品

当社グループは、管理会計上の事業区分に基づく事

業所単位をキャッシュ・フローを生み出す最小の単位

とし、本社等の全事業資産を共用資産としてグルーピ

ングしております。

上記の調剤薬局及び福祉施設については、２年間

キャッシュ・フローのマイナスが継続しており、将来

的にも収益性向上の見通しが立たない状況下であるこ

とから、帳簿価額及びリース資産の一部転用可能資産

を除き減損損失（187千円）として特別損失に計上し

ております。その内訳は、工具、器具及び備品187千円で

あります。

なお、回収可能価額については、正味売却価額により

測定しており、入手可能な評価額及び市場価格等を勘

案した自社における合理的な見積額に基づいて評価し

ております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

発行済株式     

　普通株式(注) 3,700 480 － 4,180

合計 3,700 480 － 4,180

自己株式     

　普通株式 － － － －

合計 － － － －

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加480株は、ストック・オプション（新株予約権）の行使による増加でありま

す。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,180　 1,000　
平成19年
６月30日

平成19年
９月28日

 

当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当連結会計年度増加

株式数（株）

当連結会計年度減少

株式数（株）

当連結会計年度末

株式数（株）

発行済株式     

　普通株式(注) 4,180 600 － 4,780

合計 4,180 600 － 4,780

自己株式     

　普通株式 － － － －

合計 － － － －

(注)　普通株式の発行済株式総数の増加600株は、平成19年９月７日の公募増資による新株の発行による増加であり

ます。
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式 4,180　 1,000　
平成19年
６月30日

平成19年
９月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年６月30日現在）

現金及び預金勘定　　　　　　　　　387,342千円

現金及び現金同等物　　　　　　　　387,342千円

 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定　　　　　　　　　303,049千円

現金及び現金同等物　　　　　　　　303,049千円
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(リース取引関係)

 

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

る

もの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

 取得価

額相当

額

減価償

却累計

額相当

額

減損損

失累計

額相当

額

期末残

高相当

額

機械装置及び

運搬具
17,9139,756 － 8,157

工具、器具及

び備品
540,118445,0194,39190,707

ソフトウェア 27,51924,098－ 3,420

合 計 585,551478,8744,391102,285

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

る

もの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

 取得価

額相当

額

減価償

却累計

額相当

額

減損損

失累計

額相当

額

期末残

高相当

額

機械装置及び

運搬具
63,90616,096－ 47,809

工具、器具及

び備品
200,031114,84886484,318

ソフトウェア 2,3801,968 － 411

合 計 266,318132,913864132,540
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（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1 年 内        　　　　　  53,151千円

1 年 超        　　　　　  62,705千円

合 計                    115,856千

円

リース資産減損勘定の残高 　　　   4,391千円

 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　  76,900千円

リース資産減損勘定の取崩額　 9,310千

円

減価償却費相当額　　　　　　69,087千円

支払利息相当額　　　　　　　 4,603千円

減損損失　　　　　　　　　　　　－千円

 

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

（５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

1 年 内            2,965千円

1 年 超            2,160千円

合 計             5,125千円

 

（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1 年 内        　　　　　  46,220千円

1 年 超        　　　　　  91,277千円

合 計                    137,497千

円

リース資産減損勘定の残高 　　　     864千円

 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　  70,555千円

リース資産減損勘定の取崩額　 3,526千

円

減価償却費相当額　　　　　　63,064千円

支払利息相当額　　　　　　　 4,944千円

減損損失　　　　　　　　　　　　－千円

 

（４）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

（５）利息相当額の算定方法

同左

 

 

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

1 年 内            1,525千円

1 年 超              635千円

合 計             2,160千円
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(有価証券関係)

前連結会計年度（平成19年６月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの
 

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他

（３）その他

1,263
 
－
－
－
－

1,556
 
－
－
－
－

292
 
－
－
－
－

小計 1,263 1,556 292

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他

（３）その他

－
 
－
－
－
－

－
 
－
－
－
－

－
 
－
－
－
－

小計 － － －

合計 1,263 1,556 292

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容
　　

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
非上場株式

 
309

(注)　当連結会計年度において、有価証券について、4,690千円(その他有価証券で時価のない株式4,690千円)、減

損処理を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損

処理を行い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。
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当連結会計年度（平成20年６月30日）

１．その他有価証券で時価のあるもの
 

 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他

（３）その他

－
 
－
－
－
－

－
 
－
－
－
－

－
 
－
－
－
－

小計 － － －

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

（１）株式
（２）債券
①国債・地方債等
②社債
③その他

（３）その他

1,870
 
－
－
－
－

1,276
 
－
－
－
－

△593
 
－
－
－
－

小計 1,870 1,276 △593

合計 1,870 1,276 △593

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容
　　

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券
非上場株式

 
　0

(注)　当連結会計年度において、有価証券について、309千円(その他有価証券で時価のない株式309千円)、減損処理

を行っております。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処

理を行い、30～50％程度の下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。

 

 (デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

当連結会計年度
（平成20年６月30日）

１．採用している退職給付制度の概要
当社グループは、中小企業退職金共済制度を採
用しております。

 
２．退職給付費用に関する事項

中小企業退職金共済への掛金拠出額
11,565千円

１．採用している退職給付制度の概要
同左

 
 
２．退職給付費用に関する事項

中小企業退職金共済への掛金拠出額
12,257千円
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

 平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
（名）

当社取締役４
当社連結子会社取締役１
当社監査役１
当社連結子会社従業員１

当社取締役１
当社連結子会社取締役１

当社取締役４
当社連結子会社取締役６
当社従業員５
当社連結子会社従業員41

ストック・オプション数
（株）(注)

普通株式　1,825 普通株式　40 普通株式　217

付与日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

権利確定条件

付与日（平成14年６月19
日）以降、権利確定日
（平成16年７月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

付与日（平成16年９月30
日）以降、権利確定日
（平成18年10月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

付与日（平成18年４月26
日）以降、権利確定日
（平成20年５月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

同左 同左

権利行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成24年５月31日

自　平成18年10月１日
至　平成26年９月29日

自　平成20年５月１日
至　平成28年３月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。

 

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成19年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　(株)

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後　　　　　　(株)

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

 

－

－

－

－

－

 

1,165

－

480

－

685

 

40

－

－

40

－

 

－

40

－

－

40

 

217

－

16

－

201

 

－

－

－

－

－

②単価情報

 平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　(円) 50,000 98,000 192,000

行使時平均株価　　　　(円) － － －

公正な評価単価(付与日)(円) － － －
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当連結会計年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)　ストック・オプションの内容

 平成14年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

平成18年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
（名）

当社取締役４
当社連結子会社取締役１
当社監査役１
当社連結子会社従業員１

当社取締役１
当社連結子会社取締役１

当社取締役４
当社連結子会社取締役６
当社従業員５
当社連結子会社従業員41

ストック・オプション数
（株）(注)

普通株式　1,825 普通株式　40 普通株式　217

付与日 平成14年６月19日 平成16年９月30日 平成18年４月26日

権利確定条件

付与日（平成14年６月19
日）以降、権利確定日
（平成16年７月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

付与日（平成16年９月30
日）以降、権利確定日
（平成18年10月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

付与日（平成18年４月26
日）以降、権利確定日
（平成20年５月１日）ま
で継続して勤務している
こと。

対象勤務期間
対象勤務期間の定めはあ
りません。

同左 同左

権利行使期間
自　平成16年７月１日
至　平成24年５月31日

自　平成18年10月１日
至　平成26年９月29日

自　平成20年５月１日
至　平成28年３月31日

(注)　株式数に換算して記載しております。

 

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成20年６月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

 平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　(株)

前連結会計年度末

付与

失効

権利確定

未確定残

権利確定後　　　　　　(株)

前連結会計年度末

権利確定

権利行使

失効

未行使残

 

－

－

－

－

－

 

685

－

－

－

685

 

－

－

－

－

－

 

40

－

－

－

40

 

201

－

2

199

 

 

－

199

－

3

196

②単価情報

 平成14年

ストック・オプション

平成16年

ストック・オプション

平成18年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　(円) 50,000 98,000 192,000

行使時平均株価　　　　(円) － － －

公正な評価単価(付与日)(円) － － －
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(税効果会計関係)

 

前連結会計年度
（平成19年６月30日）

当連結会計年度
（平成20年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税                       1,501千円

減価償却費                         304千円

貸倒引当金                      △   0千円

計                           1,806千円

繰延税金資産（固定） 

土地評価損                      11,168千円

減価償却費                       3,901千円

減損損失                        17,191千円

投資有価証券評価損               1,895千円

連結会社間内部利益消去               4千円

貸倒引当金                      △ 100千円

計                          34,060千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金        △ 118千円

計                          △ 118千円

繰延税金資産の純額              35,748千円

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税                       1,330千円

減価償却費                         804千円

貸倒引当金                      △   0千円

計                           2,134千円

繰延税金資産（固定） 

土地評価損                      11,168千円

減価償却費                       2,888千円

減損損失                        13,843千円

投資有価証券評価損               2,020千円

その他有価証券評価差額金　　　　　 239千円

連結会社間内部利益消去               3千円

貸倒引当金                      △  66千円

計                          30,097千円

繰延税金資産の合計              32,231千円

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異がある場合

法定実効税率                          

40.4％

（調整）

税務上の繰越欠損金                     13.1

のれん償却　                            4.6

その他                                  0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     59.0

％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異がある場合

法定実効税率                          

40.4％

（調整）

連結子会社の当期純損失                 41.7

未実現利益に係る税効果未認識額　　　　△9.6

のれん償却　                            8.5

交際費等永久に損金に算入されない項目    7.8

住民税均等割等                          6.4

連結子会社軽減税率　　　　　　　　　　△3.4

その他                                  0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     92.7

％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

 

 
調剤薬局
事業
（千円）

福祉事業
（千円）

研究開発
事業
（千円）

不動産
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

　　売上高        

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,392,050220,259203,78412,4454,828,540－ 4,828,540

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

235 － 858 16,03817,132(17,132) －

計 4,392,286220,259204,64228,4834,845,672(17,132)4,828,540

　　営業費用 4,047,136204,050238,8255,8414,495,853191,815 4,687,669

　　営業利益又は営業損失(△) 345,14916,209△34,18222,642349,818(208,948)140,870

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的
支出

       

　　資産 1,299,225227,966453,17490,0832,070,44967,155 2,137,605

　　減価償却費 48,0416,82218,1043,24376,2121,793 78,005

　　減損損失 12,833 － － － 12,833 － 12,833

　　資本的支出 55,010 － 251,492980 307,4821,785 309,268

(注) １　事業区分は、業種業態に照らし区分を行っております。
２　各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。
(1) 調剤薬局事業……………調剤薬局の経営　
(2) 福祉事業…………………福祉施設の経営
(3) 研究開発事業……………化粧品の開発製造及び健康食品等原料製造を含む受託研究
　(4) 不動産関連事業…………不動産賃貸・管理業務等
３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（191,815千円）の主なものは、親会社
本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（67,155千円）の主なものは、親会社での余資運用
資金(現預金及び有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産（開発費）と同費用に係る償却額が含まれ
ております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価
償却資産の減価償却の方法（会計方針の変更）に記載の通り、平成19年４月１日以降に取得した有形固
定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従
来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業費用は「調剤薬局事業」が18千円、「研究
開発事業」が2,221千円、「消去又は全社」が4千円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

 

 
調剤薬局
事業
（千円）

福祉事業
（千円）

研究開発
事業
（千円）

不動産
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益        

　　売上高        

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,456,836232,259285,08811,2854,985,469－ 4,985,469

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,158 － 593 13,48816,239(16,239) －

計 4,458,994232,259285,68224,7735,001,709(16,239)4,985,469

　　営業費用 4,216,244223,905254,0934,2104,698,454205,8054,904,259

　　営業利益 242,7498,35331,58820,563303,255(222,045)81,210

Ⅱ　資産、減価償却費、
　　減損損失及び資本的
支出

       

　　資産 1,354,494223,779415,79988,0712,082,14449,7652,131,910

　　減価償却費 24,5266,26354,9753,16888,9332,22891,161

　　減損損失 113 73 － － 187 － 187

　　資本的支出 56,022 786 23,046 － 79,855 443 80,299

(注) １　事業区分は、業種業態に照らし区分を行っております。
２　各区分に属する主な内容は、次のとおりであります。
(1) 調剤薬局事業……………調剤薬局の経営　
(2) 福祉事業…………………福祉施設の経営
(3) 研究開発事業……………化粧品の開発製造及び健康食品等原料製造を含む受託研究
　(4) 不動産関連事業…………不動産賃貸・管理業務等
３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（205,805千円）の主なものは、親会社
本社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（49,765千円）の主なものは、親会社での余資運用
資金(現預金及び有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及び繰延資産（開発費）と同費用に係る償却額が含まれ
ております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店が
ないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

 
役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名　称

住所
資本金
又は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関　係　内　容

取引の内容
取　引
金　額
（千円）

科　目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員
及び
個人
主要
株主

村上　睦 ― ―
当　　社

代表取締役社長
（被所有）
直接　33.3

― ―
新株予約権
の被行使
（注）

12,000 ― ―

役員

の近

親者

及び

個人

主要

株主

村上　博子
（村上睦
の 配 偶
者）

― ― ―
（被所有）
直接　15.1

― ―
新株予約権
の被行使
（注）

12,000 ― ―

（注）平成19年６月８日付で、役員及び個人主要株主である村上睦及び村上博子より新株予約権の行使が
なされたため、１株当たり50,000円で480株の新株発行を行いました。

 

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 109,375円27銭 108,982円23銭

１株当たり当期純利益金額 12,069円06銭 829円17銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、ストック・
オプション（新株予約権）を付与して
おりますが、当社株式は非上場であり、
期中平均株価が把握できないため、記
載しておりません。

799円21銭

 

（注）1．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成19年６月30日）
当連結会計年度

（平成20年６月30日）

純資産の部の合計額            （千円） 457,188　 520,935　

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

－　 －　

普通株式に係る期末の純資産額  （千円） 457,188　 520,935　

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数            （株）
4,180　 4,780　

 

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益              （千円） 45,017　 3,870　

普通株主に帰属しない金額（千円） －　 －

普通株式に係る当期純利益（千円） 45,017　 3,870　

普通株式の期中平均株式数（株） 3,730　 4,668　

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額　　　　（千円） －　 －　

普通株式増加額　　　　　（株） －　 175　

（うち新株予約権） （－） （175）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権 ３種類（新株予約権

　346個）。これらの詳細は「第４提

出会社の状況、１株式等の状況、

(２)新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

新株予約権 １種類（新株予約権

137個）。この詳細は「第４提出会

社の状況、１株式等の状況、(２)新

株予約権等の状況」に記載のとお

りであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当社株式は、証券会員制法人札幌証券取引所の承認を得
て、平成19年９月10日にアンビシャス市場に上場いたしま
した。
上場にあたり、平成19年８月６日及び平成19年８月20日

並びに平成19年８月29日開催の取締役会において、下記の
とおり新株式の発行を決議し、平成19年９月７日に払込が
完了いたしました。
この結果、平成19年９月７日付けで資本金は276,617千

円、発行済株式総数は4,780株となっております。
①募集方法　一般募集（ブックビルディング方式による
募集）
②発行する株式の種類及び数
　　　　　　　      当社普通株式　600株
③発行価格　　　　　１株につき金117,000円
一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額　　　　　１株につき金107,640円
この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込
金として平成19年９月７日に受け取った金額でありま
す。
なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の
手取金となります。
⑤発行価額　　　　　１株につき金82,450円
⑥資本組入額　　　　１株につき金53,820円
⑦発行価額の総額　　49,470,000円
⑧払込金額の総額　　64,584,000円
⑨資本組入額の総額　32,292,000円
⑩払込期日　　　    平成19年９月７日(金曜日)
⑪資金の使途　      子会社の設備投資のための貸付金

として全額充当する予定でありま
す。

 

――――
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⑤　【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

担保 償還期限

㈱オストジャパン
第１回無担保社債
（注）

平成17年９月29日55,000 
(30,000)

25,000 
(25,000)

0.440なし 平成20年９月29日

合計 ― ―
55,000 
(30,000)

25,000 
(25,000)

― ― ―

(注)　1．（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

2．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりです。

(単位：千
円)

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

25,000 ― ― ― ―

 

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 ― ―
 

― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 83,173 102,279 2.262 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

502,060 512,069 2.236平成21年～平成34年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 585,234 614,348 ―  

(注)　1．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

2．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の

とおりであります。

(単位：千
円)

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金 94,082 84,464 73,417 46,656

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２　【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①　【貸借対照表】
 

  
前事業年度

（平成19年６月30日）
当事業年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   45,216   32,442  

２　繰延税金資産   1,218   739  

３　短期貸付金 ※１  269,000  39,000  

４　未収入金 ※１  21,847   21,867  

５　その他   4,496   2,577  

流動資産合計   341,77968.8  96,62620.8

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1) 建物  600   600   

減価償却累計額  51 548  79 520  

(2) 工具、器具及び備品 696   1,140   

減価償却累計額  196 499  715 425  

有形固定資産合計   1,0480.2  945 0.2

２　無形固定資産        

(1) ソフトウェア   3,427   1,932  

(2) 商標権   1,451   1,299  

無形固定資産合計   4,8781.0  3,2320.7

３　投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   1,865   1,276  

(2) 関係会社株式   122,000  38,000  

(3) 関係会社出資金   10,000   －  

(4) 関係会社長期貸付金  9,711   317,324 

(5) 長期前払費用   806   －  

(6) 繰延税金資産   1,797   2,299  

(7) 敷金保証金   2,330   2,330  

投資その他の資産合計   148,51129.9  361,23078.0

固定資産合計   154,43831.1  365,40878.9

Ⅲ　繰延資産        

　１　株式交付費   －   1,378  

２　新株発行費   297   －  

繰延資産合計   297 0.1  1,3780.3

資産合計   496,514100.0  463,413100.0
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前事業年度

（平成19年６月30日）
当事業年度

（平成20年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

        

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　未払金   5,131   3,859  

２　未払費用   427   301  

３　未払法人税等   15,658   6,187  

４　未払消費税等   2,119   1,315  

５　預り金   3,290   2,333  

流動負債合計   26,6275.4  13,9973.0

負債合計   26,6275.4  13,9973.0

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   244,32549.2  276,61759.7

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  146,325   178,617   

資本剰余金合計   146,32529.5  178,61738.6

３　利益剰余金        

(1) その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  79,062   △5,464   

利益剰余金合計   79,06215.9  △5,464△1.2

株主資本合計   469,71294.6  449,76997.1

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券評価差額金   174 0.0  △353△0.1

評価・換算差額等合計   174 0.0  △353△0.1

純資産合計   469,88794.6  449,41697.0

負債純資産合計   496,514100.0  463,413100.0
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②　【損益計算書】

 

  
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

        

Ⅰ　売上高 ※１  248,400100.0  248,400100.0

売上総利益   248,400100.0  248,400100.0

Ⅱ　販売費及び一般管理費        

１　役員報酬  74,651   72,331   

２　給与手当  39,591   46,426   

３　法定福利費  10,770   11,113   

４　賃借料  5,243   4,734   

５　支払報酬  9,381   13,263   

６　支払手数料  16,715   12,883   

７　租税公課  2,598   －   

８　車両費  2,274   －   

９　その他  30,600191,82577.2 45,109205,86182.9

営業利益   56,57422.8  42,53817.1

Ⅲ　営業外収益        

１　受取利息及び配当金 ※１ 4,690   6,523   

２　施設負担金収入  726   626   

３　その他  0 5,4172.1 330 7,4803.0

Ⅳ　営業外費用        

１　株式交付費償却  －   827   

２　新株発行費償却  297   －   

３　株式公開関連費用  － 297 0.1 10,658 11,4854.6

経常利益   61,69424.8  38,53315.5

Ⅴ　特別利益        

１　固定資産売却益  128 128 0.1 － － －

Ⅵ　特別損失        

１　投資有価証券評価損  4,690   309   

２　関係会社株式評価損  －   98,999   

３　過年度給与手当等  837 5,5272.2 － 99,30940.0

税引前当期純利益又は
税 引 前 当 期 純 損 失
（△）

  56,29522.7  △60,776△24.5

法人税、住民税及び事業税  27,692   19,235   

法人税等調整額  △1,188 26,50410.7 335 19,5707.9

当期純利益又は
当期純損失（△）

  29,79112.0  △80,347△32.4
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③　【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証

券評価差額金資本準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成18年６月30日残高(千

円)
220,325146,325 49,271 415,921 75 415,997

事業年度中の変動額       

新株の発行 24,000   24,000  24,000

当期純利益   29,791 29,791  29,791

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額

（純額）

    98 98

事業年度中の変動額合計

(千円)
24,000 － 29,791 53,791 98 53,889

平成19年６月30日残高(千

円)
244,325146,325 79,062 469,712 174 469,887

 

 

当事業年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

 

 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価証

券評価差額金資本準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

平成19年６月30日残高(千

円)
244,325146,325 79,062 469,712 174 469,887

事業年度中の変動額       

新株の発行 32,29232,292  64,584  64,584

剰余金の配当   △4,180 △4,180  △4,180

当期純損失   △80,347△80,347  △80,347

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額

（純額）

    △528 △528

事業年度中の変動額合計

(千円)
32,29232,292△84,527△19,943 △528 △20,471

平成20年６月30日残高(千

円)
276,617178,617△5,464 449,769 △353 449,416
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重要な会計方針

項　目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

①子会社株式

　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

 

②その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用してお

ります。

　時価のないもの

移動平均法による原価法を採用

しております。

①子会社株式

同左

 

 

②その他有価証券

　時価のあるもの

同左

 

 

 

　時価のないもの

同左

 

２　固定資産の減価償却の方

法

①有形固定資産
建物（附属設備を除く）
法人税法に規定する旧定額法

 
建物（附属設備を除く）以外
(a) 平成19年３月31日以前に取得
したもの

法人税法に規定する旧定率法
(b) 平成19年４月１日以降に取得
したもの

法人税法に規定する定率法
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。
建物　　　　　　　　　19年
工具、器具及び備品　4～6年

（会計方針の変更）
法人税法の改正（（所得税法等の
一部を改正する法律　平成19年３月30
日　法律第６号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令　平成19年３
月30日　政令第83号））に伴い、平成
19年４月１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税法に基づく
方法に変更しております。
なお、この変更に伴う営業利益、経
常利益及び税引前当期純利益に与え
る影響は軽微であります。

①有形固定資産
建物（附属設備を除く）

同左
 

建物（附属設備を除く）以外
(a) 平成19年３月31日以前に取得
したもの

同左
(b) 平成19年４月１日以降に取得
したもの

同左
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。
建物　　　　　　　　　19年
工具、器具及び備品　4～6年
 

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいておりま

す。

②無形固定資産

同左

３　繰延資産の処理方法 新株発行費は、３年以内均等額以上

の償却をしております。

　新株発行費は、３年以内均等額以上の

償却をしております。

株式交付費は、３年間で均等償却し

ております。
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項　目

前事業年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

当事業年度

(自　平成19年７月１日

至　平成20年６月30日)

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左

 

６　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の処理方法

　　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

消費税等の処理方法

同左

 

 

会計処理方法の変更

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

――――

 

 

 

 

 

 

 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　実

務対応報告第19号）を適用しております。

　当事業年度において発生した株式交付費を繰延資産に

計上し３年間で均等償却しております。

　また、当事業年度で償却が終了した新株発行費償却は

株式交付費償却に含めて表示しております。

　なお、株式交付費の償却方法の変更に伴う損益に与え

る影響はありません。
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表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

――――
 

（貸借対照表）
　 会社計算規則（法務省令第13号　平成18年２月７日）が
施行されたことに伴い、前事業年度において独立掲記し
ておりました「関係会社出資金」（当事業年度15,000千
円）は、当事業年度より「関係会社株式」に含めて表示
しております。
 
（損益計算書）
前事業年度において独立掲記しておりました「租税公
課」（当事業年度は2,000千円）及び「車両費」（当事
業年度は2,304千円）は、金額が僅少となったため、当事
業年度においては販売費及び一般管理費の「その他」に
含めて表示しております。

 

 

注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
（平成19年６月30日）

当事業年度
（平成20年６月30日）

※１.　関係会社項目

　　　　関係会社に対する資産及び負債には区分記載され

たもののほか、次のものがあります。
 

 流動資産

短期貸付金

未収入金

 

269,000　千円

21,847

 
２.　偶発債務

債務保証

次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。
 

保証先 金額（千円） 内容

㈱オストジャパン 30,203借入債務及び
リース料未払
債務

北日本化学㈱ 243,818借入債務及び
リース料未払
債務

計 274,022 

※１.　関係会社項目

　　　　関係会社に対する資産及び負債には区分記載され

たもののほか、次のものがあります。
 

 流動資産

短期貸付金

未収入金

 

39,000　千円

21,867

 
２.　偶発債務

債務保証

次の関係会社について、金融機関からの借入等

に対し債務保証を行っております。
 

保証先 金額（千円） 内容

㈱オストジャパン 135,780借入債務

北日本化学㈱ 175,958借入債務及び
リース料未払
債務

計 311,738 

 

 

 (損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

売上高　　　　　　 248,400千円

受取利息　　　　　　 4,644千円

 

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。

売上高　　　　　　 248,400千円

受取利息　　　　　　 6,425千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

る

もの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

 取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

車輌運搬具 6,005 4,195 1,809

工具、器具及び

備品
4,083 3,198 885

ソフトウェア 2,791 2,791 ―

合計 12,88010,1852,695

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

る

もの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

 取得価額

相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

車輌運搬具 14,5414,01510,526

工具、器具及び

備品
3,330 940 2,389

合計 17,8714,95612,915

（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1 年 内        　　　　　   　835千円

1 年 超        　　　　　   1,210千円

合 計                      2,046千

円

 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　   1,940千円

減価償却費相当額　　　　　　 1,791千円

支払利息相当額　　　　　　      47千円

 

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

（５）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

つ

いては、利息法によっております。

 

（２）未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1 年 内        　　　　　   2,771千円

1 年 超        　　　　　  10,293千円

合 計                     13,065千

円

 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料　　　　　　　  3,091千円

減価償却費相当額　　　　　　2,701千円

支払利息相当額　　　　　　    491千円

 

（４）減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

（５）利息相当額の算定方法

同左

 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内　　　　　　　　　　　　2,965千円

１年超　　　　　　　　　　　　2,160千円

合計　　　　　　　　　　　  5,125千円

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（減損損失について）

同左
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(有価証券関係)

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）及び当事業年度（自　平成19年７月１日　至　

平成20年６月30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

 

(税効果会計関係)

 

前事業年度
（平成19年６月30日）

当事業年度
（平成20年６月30日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税　　　　　　　　　　1,198千円　　

減価償却費　　　　　　　　　　   20千円　　

計　　　　　　　　　　　　1,218千円　　

繰延税金資産（固定）

投資有価証券評価損　　　　　　1,895千円　　

減価償却費　　　　　　　　　　   20千円　　

計　　　　　　　　　　　　1,915千円　　

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金　　　△118千円　　

計　　　　　　　　　　　　△118千円　　

繰延税金資産の純額　　　　　　3,016千円　　

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異がある場合

法定実効税率　　　　　　　　　　　　  40.4

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目   4.7

留保金課税　　　　　　　　             1.4

住民税均等割等                         0.5

その他　　　　　　　　　　　　  　　　 0.1   

税効果会計適用後の法人税等の負担率    47.1 ％

 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産（流動）

未払事業税　　　　　　　　　　　678千円　　

減価償却費　　　　　　　　  　   60千円　　

計　　　　　　　　　　　　　739千円　　

繰延税金資産（固定）

投資有価証券評価損　　　　　  2,020千円　　

関係会社株式評価損　　　　　 39,995千円

減価償却費　　　　　　　　　　   39千円　　

その他有価証券評価差額金　  　　239千円　　

小計　　　　　　　　　　 42,295千円　　

評価性引当額　　　　　　　 △39,995千円    

    計　　　　　　　　　　　　2,299千円    

繰延税金資産の合計　　　　    3,038千円　　

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異がある場合

当事業年度は税引前当期純損失を計上しておりま

すので、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 112,413円21銭 94,020円09銭

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

7,986円87銭 △17,212円30銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、ストック・
オプション（新株予約権）を付与し
ておりますが、当社株式は非上場であ
り、期中平均株価が把握できないた
め、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、ストック・
オプション（新株予約権）を付与し
ておりますが、１株当たり当期純損失
であるため、記載しておりません。

 

（注）1．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成19年６月30日）
当事業年度

（平成20年６月30日）

純資産の部の合計額            （千円） 469,887　 449,416

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

－　 －

普通株式に係る期末の純資産額  （千円） 469,887　 449,416

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数            （株）
4,180　 4,780

 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

  

当期純利益又は
当期純損失（△）        （千円）

29,791　 △80,347

普通株主に帰属しない金額（千円） －　 －

普通株式に係る当期純利益又は
当期純損失（△）　　　　（千円）

29,791　 △80,347

普通株式の期中平均株式数（株） 3,730　 4,668

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

　新株予約権 ３種類（新株予約権
の数346個）。これらの詳細は「第4
提出会社の状況、1 株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。

　新株予約権 １種類（新株予約権
の数137個）。これらの詳細は「第4
提出会社の状況、1 株式等の状況、
(2)新株予約権等の状況」に記載の
とおりであります。
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（重要な後発事象）

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

当社株式は、証券会員制法人札幌証券取引所の承認を得
て、平成19年９月10日にアンビシャス市場に上場いたしま
した。
上場にあたり、平成19年８月６日及び平成19年８月20日

並びに平成19年８月29日開催の取締役会において、下記の
とおり新株式の発行を決議し、平成19年９月７日に払込が
完了いたしました。
この結果、平成19年９月７日付けで資本金は276,617千

円、発行済株式総数は4,780株となっております。
①募集方法　一般募集（ブックビルディング方式による
募集）
②発行する株式の種類及び数
　　　　　　　      当社普通株式　600株
③発行価格　　　　　１株につき金117,000円
一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額　　　　　１株につき金107,640円
この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込
金として平成19年９月７日に受け取った金額でありま
す。
なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の
手取金となります。
⑤発行価額　　　　　１株につき金82,450円
⑥資本組入額　　　　１株につき金53,820円
⑦発行価額の総額　　49,470,000円
⑧払込金額の総額　　64,584,000円
⑨資本組入額の総額　32,292,000円
⑩払込期日　　　    平成19年９月７日(金曜日)
⑪資金の使途　      子会社の設備投資のための貸付金

として全額充当する予定でありま
す。

 

――――
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④　【附属明細表】(平成20年６月30日現在)

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により

記載を省略しております。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引
当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 600 － － 600 79 28 520

工具、器具及び備品 696 443 － 1,140 715 518 425

有形固定資産計 1,296 443 － 1,740 794 546 945

無形固定資産        

ソフトウェア 7,475 － － 7,475 5,542 1,495 1,932

商標権 1,514 － － 1,514 214 151 1,299

無形固定資産計 8,989 － － 8,989 5,757 1,646 3,232

長期前払費用 1,708 － 1,708 － － 284 － 

繰延資産        

株式交付費 891 1,908 891 1,908 530 827 1,378

繰延資産計 891 1,908 891 1,908 530 827 1,378

 

【引当金明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産の部

ａ　現金及び預金

 

区分 金額（千円）

現金 122

普通預金 32,320

合計 32,442

 

ｂ　短期貸付金

 

区分 金額（千円）

株式会社オストジャパン 15,000

北日本化学株式会社 24,000

合計 39,000

 

②　固定資産の部

ａ　関係会社株式

 

区分 金額（千円）

株式会社オストジャパン 23,000

北日本化学株式会社 0

有限会社ファーマコリサーチ 15,000

合計 38,000

 

ｂ　関係会社長期貸付金

 

区分 金額（千円）

北日本化学株式会社 309,000

有限会社ファーマコリサーチ 8,324

合計 317,324

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え  

　　取扱場所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号　日本証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号　日本証券代行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料
不所持株券の交付、汚損、毀損、株券失効による再発行の場合、株券１枚につき
印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.ost-japan.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券届出書及びその添付書類

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング方式

による売出し)を平成19年８月６日北海道財務局長に提出。

 

(2) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正届出書(上記(1)有価証券届出書の訂正届出書)を平成19年８月21日及び平成19年８月30日北海

道財務局長に提出。

 

(3) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第６期(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)平成19年９月28日北海道財務局長

に提出

 

(4) 半期報告書

事業年度　第７期中(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月25日北海道財務局

長に提出

 

(5) 臨時報告書

平成20年７月16日北海道財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく臨時報告書であります。

 

(6) 臨時報告書

平成20年８月７日北海道財務局長に提出

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号に基づく臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成19年９月27日
 
株式会社オストジャパングループ
取　締　役　会　　御中

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　創 研 合 同 監 査 法 人

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 前　田　裕　次　　印

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 島　貫　幸　治　　印

 
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社オストジャパングループの平成18年７月１日から平成19年６月30日
までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この
連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に
対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸
表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社オストジャパングループ及び連結子会社の平成19年６月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
追記情報
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月６日及び平成19年８月20日並
びに平成19年８月29日開催の取締役会において、新株式の発行を決議し、平成19年９月７日に払
込が完了している。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

平成20年９月25日
 
株式会社オストジャパングループ
取　締　役　会　　御中

 

創研合同監査法人

 

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 前　田　裕　次　　印

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 島　貫　幸　治　　印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経
理の状況」に掲げられている株式会社オストジャパングループの平成19年７月１日から平成20
年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結
財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的
な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸
表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理
的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社オストジャパングループ及び連結子会社の平成20年６月30日現在
の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が
連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

平成19年９月27日
 
株式会社オストジャパングループ
取　締　役　会　　御中

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　創 研 合 同 監 査 法 人

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 前　田　裕　次　　印

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 島　貫　幸　治　　印

 
当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられている株式会社オストジャパングループの平成18年７月１日から平成19年６月30日
までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責
任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示
を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社オストジャパングループの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日
をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
追記情報
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年８月６日及び平成19年８月20日並
びに平成19年８月29日開催の取締役会において、新株式の発行を決議し、平成19年９月７日に払
込が完了している。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
 

平成20年９月25日
 
株式会社オストジャパングループ
取　締　役　会　　御中

 

創研合同監査法人

 

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 前　田　裕　次　　印

代 表 社 員

業務執行社員
公認会計士 島　貫　幸　治　　印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経
理の状況」に掲げられている株式会社オストジャパングループの平成19年７月１日から平成20
年６月30日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保
証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示
を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社オストジャパングループの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日
をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 
 
（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
が財務諸表に添付する形で別途保管しております。
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